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（午前１０時００分 開会） 

◎開議宣告 

○議長（氏家良美君） 皆さんおはようございます。中川議員は一身上の都合により欠席

しております。本日の出席議員は１０名で定足数に達しております。ただいまから、令和

６年第１回新冠町議会定例会第２日目の会議を開きます。 

 

◎議事日程の報告 

○議長（氏家良美君） 議事日程を報告致します。 

本日の議事日程は、御手元に配付した印刷物のとおりであります。 

 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（氏家良美君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第１２５条の規定により、７番、武藤勝圀議員、８番、長

浜謙太郎議員を指名いたします。 

 

   ◎日程第２ 行政報告 

○議長（氏家良美君） 日程第２、行政執行方針を行います。 

はじめに、町長より行政執行方針を述べたい旨の申出がありますので、これを許します。 

鳴海町長。 

○町長（鳴海修司君） 令和６年第１回定例会の開会にあたり、令和６年度の町政執行に

関する基本的な方針と主要な施策の概要にを申し上げます。 

はじめに、１月１日に発生しました能登半島地震によりお亡くなりになられた方々に深

く哀悼の意を表しますとともに、被災地の皆様方の一刻も早い復旧・復興を、心よりお祈

り申し上げます。さて、昨年を振り返りますと、ながきにわたり猛威を振るってきた新型

コロナウイルス感染症が５類に引き下げられ、それまで様々な制約を受けていたものが、

以前の姿を取り戻し始めました。当町におきましても中止・縮小していた各種イベントが

再開されるなど、賑わいが戻ったことは大きな喜びでありました。しかしながら、社会経

済活動が徐々に回復する一方で、エネルギー価格や物価高騰は、私たちの生活や地域経済

へ多大な打撃を与えるのみならず、当町の行政運営にも大きな影響を与えております。こ

のような社会情勢の中にはありますが、令和６年度は私の就任２期目の最終年度でありま

すことから、財源確保を前提としながらも災害対応・住民福祉・観光・教育といった各分

野における任期中の懸案事項への対応を含め、課題解消に向けた事業を予算化しておりま

す。令和６年度におきましても、町民と議会そして行政が一つとなり、将来を見据えた持

続可能な新冠町を作り上げていく所存ですので、ご理解とご協力をよろしくお願いいたし

ます。 

最初に、町政運営に臨む基本姿勢について申し上げます。第６次新冠町総合計画におけ
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る、まちづくりの将来像である、思いやりと笑顔あふれるレ・コードなまちにいかっぷの

実現を目指し、私の町政運営の基本姿勢である、町民の声が生かされる町政、分かりやす

く公平・公正な町政、町民と行政との協働のまちづくりを常に念頭に置きながら、町政運

営に取組んで参りたいと存じます。なお、各分野の具体的な施策については、主要施策の

推進の中で述べさせていただきます。 

令和６年度の予算編成について概要を申し上げます。令和６年度の予算編成にあたりま

しては、厳しい財政状況を踏まえ、財源の確保に最大限努力する一方、今後、取組みを進

める行財政改革を念頭に置き、事務事業の必要性、財源の効率的な配分を基本として編成

作業を実施いたしました。歳入予算案の概要ですが、自主財源である町税につきましては、

法人町民税、固定資産税及び軽自動車税については増収を見込み、他の税目におきまして

は、減収を見込んでおりますが、町税全体では、前年度当初予算対比１．０％の増収を見

込んでおります。また、最も大きな割合を占める地方交付税のうち、普通交付税について

は、国が示した令和６年度の地方財源計画や、近年の交付実績を考慮し、前年度当初予算

と同額の２５億３８００万円を見込んでおります。歳出予算案の概要ですが、令和６年度

は、前年度当初予算と対比し８．５％の増となっております。観光施設の整備、災害対応

に関する事業、消防車両の購入及び教育関連事業などを新規事業として予算計上を行いま

した。令和６年度の一般会計予算案の総額は５６億６７００万円を見込みました。また、

４つの特別会計及び２つの企業会計の予算総額は２４億５０６４万円となり、一般会計を

含めた令和６年度当初予算案の総額は、前年度対比９．６％増の８１億１７６４万円を見

込んでおります。 

次に、主な施策の推進について概要を申し上げます。 

１つ目は、健康で安心して暮らせるまちづくりについてです。 

はじめに、地域福祉の充実についてです。本年度よりスタートいたします第２期新冠町

地域福祉計画では、誰もがつながり、共に支え合い、安心して暮らせる福祉のまちにいか

っぷを基本理念とし、年齢や障がいの有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域で安心し

て暮らしていくため、制度・分野ごとの縦割りや支え手、受け手といった従来からの関係

を超え、人と人、人と社会がつながり、ひとりひとりが生きがいや役割を持ち、助け合い

ながら暮らしていくことのできる地域共生社会の構築を目指しております。そのため、保

健・福祉・介護・医療等さまざまな分野や新冠町社会福祉協議会と連携し、地域生活・健

康課題に対する支援やサービスの提供を通じて、町民それぞれが互いに支え合う地域福祉

活動を推進して参ります。急速に進行する少子・高齢化社会の中で、わがまちに暮らすこ

とに幸せと誇りを感じ、それを共有することは、まちの発展にとって大切な要素でありま

す。新冠町で婚姻届を提出し、新たな生活をスタートする新婚夫婦を祝福し、末永く幸せ

な家庭を築いて頂くため、結婚記念品として、新冠温泉の入浴券とペア・フルコースお食

事券を贈呈する事業は、人生の節目の思い出と地域の観光施設を知る機会として好評を得

ていることから、気持ちの通う住民サービスとしてこれからも継続して参ります。 



5 
 

次に児童福祉の充実につきましては、地域の子育て支援の拡充や、質の向上を高めるた

め、子ども・子育て支援法に基づき、令和２年に新冠町子ども・子育て支援事業計画を策

定し、子育て支援施策の推進に努めて参りましたが、本計画が令和６年度をもって満了を

迎えることから、子育て世代の意見を参考としながら事業の評価・検証を行い、新たな計

画を策定して参ります。また、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに対する相談支援業務

の充実を図るため、令和４年児童福祉法の改正において母子保健と児童福祉の機能を合わ

せ持ったこども家庭センターの設置が求められており、当町における児童福祉の課題等を

踏まえ、設置に向けて検討して参ります。妊娠期から子育て期の支援につきましては、安

心して出産・子育てのできる環境づくりに資するため、子育て世代包括支援センターや保

健センターを核とする母子保健事業の実施や継続的な情報発信、出産・子育て応援給付金

の支給のほか、妊産婦や子育て家庭に寄り添い、身近な相談に応じられる伴奏型の子育て

支援に努めて参ります。  

 次に、高齢者福祉につきましては、高齢者ができる限り介護を必要とせず、自立した生

活を送っていただくため、要介護者等を除く６５歳以上の全ての高齢者を対象としたアン

ケートにより介護予備軍を把握し、介護予防や認知症予防、健康寿命の延伸につながる各

種事業への参加につなげるとともに、要介護者には個々の状況に応じた適切な介護サービ

スの提供や地域の見守り、サポート体制の充実に努め、心身ともに健康で充実した高齢期

を過ごしていただけるよう地域包括支援センターが地域住民や関係者の協力をいただきな

がら引き続き取り組んで参ります。 

次に、障がい者福祉につきましては、障がいや障がいのある人への理解促進に努めると

ともに、障害者総合支援法に基づく、介護・訓練等の障害福祉サービスや移動支援並びに

日中一時支援や日常生活用具給付等の各種地域生活支援事業をはじめ、社会福祉法人新冠

ほくと園が運営される、相談室かけるとの連携により、障がい者の日常生活及び就業に係

る相談支援に取り組んで参ります。また、心身の発達に心配や遅れ、つまずき等のある子

どもとその家族を支援する、新冠町子ども発達支援センターあおぞらの活動につきまして

は、職員の専門性の向上に努め、道や関係機関からの支援も受けながら多様な事例に対応

してゆく体制を維持して参ります。 

次に、町民の皆さんの健康増進や食育推進についてです。特定健診及び各種がん検診事

業につきましては、検診の自己負担の無料化や、特定健診の受診対象年齢を４０歳から３

０歳に引き下げる若年健診の普及啓発と受診の促進、生活習慣の見直しや改善に向けた、

からだリセット講座の定期的な実施等により、生活習慣病の予防と早期発見・早期介入に

努めて参ります。また、食育推進事業につきましては、町民一人ひとりが健康を意識し、

健全な食生活を実践できるよう妊娠・授乳期から高齢期までのステージに合わせた食育事

業に取り組んで参ります。昨年５月に感染症法上の位置づけが５類となりました新型コロ

ナウイルス感染症に係るワクチン接種につきましては、予防接種法に基づくＢ類疾病の定

期接種の取扱いとなり、接種対象者は６５歳以上の高齢者及び６０歳から６５歳未満で、
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心臓・腎臓・呼吸器の機能障害など医師の診断に基づき、接種が必要と認められた方で、

接種開始の時期は令和６年秋と示されております。現在、国による接種費用の精査や、こ

れに対する町助成額の検討を進めておりますので、詳細が決定次第、改めて周知をいたし

ます。 

 次に、国民健康保険につきましては、平成３０年度から北海道が主体となり財政運営を

行っており、医療費を北海道全体で賄う仕組みに変わったところあります。 

 北海道が策定する国保運営方針におきまして、令和１２年度を目途に保険料率を統一す

る方針が示され、また、税の賦課方式につきましても令和９年度までに資産割を廃止した

３方式となることが決定しております。当町におきましても統一へ向けてスムーズに移行

できるよう税率改正を含めた事務を取り進めて参ります。 

次に、医療の充実につきましては、国保診療所が一人でも多くの町民の皆さんの、かか

りつけ医療機関として、ご利用して頂けるよう引き続き努力を続けるとともに、安心安全

を大切にする町づくりの一環として、その必要性が強く認められるよう、存在意義のある

医療機関を今後も目指しながら、診療所運営を進めて参ります。また、町民ニーズにあっ

た専門外来の充実や多くの出張応援医師の派遣協力を得ながら平日をはじめ休日夜間の急

患受入れ体制を維持し、信頼される地域に根づいた医療機関として国保診療所の体制づく

りに鋭意努力を続け、町民の健康の保持と医療の安全・安心を確保して参ります。一方、

施設の老朽化が著しい国保診療所の改築計画につきましては、資材価格の高騰や労働力不

足など、事業費の大幅な増加が見込まれたため、基本計画及び基本設計策定までの業務を

終えた時点で事業の進行を中止し、以降に予定していた業務の発注時期は一旦見送ること

にいたしました。ご不便をお掛けすることもあろうかと存じますが、当面はスプリンクラ

ーの設置や修繕を加えながら現施設にて診療を継続して参りますので、ご理解をお願いい

たします。なお、状況変化がございましたら逐次、報告して参ります。 

次にアイヌの人々の誇りが尊重される社会の実現についてです。町は、これまで国のア

イヌ政策推進交付金を活用し、ポロシㇼ生活館や新冠町合葬墓を整備して参りました。今

後は、これらの施設を活用してアイヌ文化に対する意識の醸成と保存や伝承の推進、或い

は町民の生活文化の向上や社会福祉の増進に努めて参ります。また、新たな交付金の取組

として、アイヌ高齢者いわゆるエカシ・フチが尊重される地域共生社会づくりを目的とし

て、アイヌ文化伝承事業を実施するとともに、本交付金を活用するために必要な、新冠町

アイス施策推進地域計画期間が満了を迎えることから、新冠アイヌ協会と協議を図りなが

ら、新たな計画策定を進めて参ります。 

２つ目は、潤いある環境を創出するまちづくりについてです。 

はじめに、地球温暖化対策についての町としての取組みについてです。二酸化炭素排出

削減による地球温暖化の抑制に係る取組みについては、町有施設と街路灯等のＬＥＤ化を

中心にこれまで推進してきており、特に町内街路灯のＬＥＤ化率は、９９．２１％に至り

ほぼ町内全域をカバーするまでになっています。また二酸化炭素の排出を限りなくゼロに



7 
 

近づける取組みと言えるゼロカーボンの取組みは、再生可能エネルギーの利用から森林保

護の取組みまで幅広い活動であり、国は市町村に対し実行計画の策定を求めています。当

町は現在計画の策定を進めており、実行性のある計画の樹立を目指し鋭意努力していると

ころであります。出来る限り早期に樹立し、議会説明を行う予定としております。脱炭素

の取組みは、気候変動緩和と持続可能な未来の実現に向けた大切な取組みと考えており、

当町に出来ることを見極め一つ一つ着実に進めて行く所存です。 

次に環境衛生の向上についてであります。ごみ処理・リサイクルの推進について、平成

１５年度からごみの減量化と資源ごみの分別収集に取組んで参りました。今後も、ごみ減

量化と資源保護の観点から、分別方法の周知徹底とリサイクル活動の一層の推進に努めて

参ります。また、日高中部衛生施設組合において日高中部環境センターの長寿命化方針を

決定したことから、構成町である新ひだか町とともに、令和９年度の完成に向け事業を進

めて参ります。平成１３年度から実施している新冠町合併処理浄化槽設置整備事業を、本

年度も定住・移住促進制度の対象分も含め継続し、生活雑排水による環境汚染を防止し、

生活の質や公衆衛生の向上のため、合併処理浄化槽の設置に対する助成を行なって参りま

す。また、近年増加している空き家について、老朽化により周囲に影響がある場合など一

定の基準により、所有者に対して除却費用の一部を助成する、危険空き家等除却補助事業

を継続していくとともに、所有者等が確知できない危険空き家対策など様々な課題もある

ことから、新冠町空き家等対策推進計画の見直しを図り、生活環境の保全と跡地の有効活

用を促進して参ります。火葬場・墓地につきましては、これまでも適切な維持管理を行っ

てきたところであり、新たに設置した合葬墓を踏まえながら、今後においても、穏やかに

お参りができる環境を整えて参ります。 

３つ目は、快適で暮らしやすいまちづくりについてです。 

はじめに、公営住宅の整備についてですが、本年度も国の交付金事業を活用したひがつ

ら団地外部改修工事及び新冠町住宅リフォーム助成金交付事業を継続して参ります。 

次に、水道事業につきましては、道営事業の活用により、太陽地区道営水利施設等保全

高度化事業が継続されることとなっておりますほか、下水道事業につきましては、交付金

事業を活用し、マンホールポンプ所などの機械・電気設備の更新事業を継続して参ります。

併せて、本年度から上下水道事業の公営企業会計を開始することで、現状の財務状況の詳

細な内容を把握することが可能となり、今後予想される地震対策を始め、経営環境の変化

に対応するよう努めて参ります。 

次に、河川明渠事業につきましては、緊急浚渫推進事業債及び緊急自然災害防止対策事

業債を活用し、堆積土の除去や立木伐採及び護岸等破損箇所の補修工事並びに排水路の整

備工事を適宜行い、引き続き、河川明渠施設の予防保全、減災対策などに努めて参ります。 

次に、道路事業につきましては、道営事業の活用により、東泊津大富地区を対象に、改

良舗装を目的とした道営農村整備事業が継続されることとなっておりますほか、緊急自然

災害防止対策事業債を活用し、道路横断管及び排水施設の改修工事を適宜行い、道路施設
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の予防保全、減災対策などに努めて参ります。また、橋梁の長寿命化工事に関しても、交

付金事業を活用し、修繕事業を継続して参ります。 

次に地域公共交通の確保対策についてです。鉄路の廃止、そして全面バス転換による交

通体系となった今、バス交通による公共交通の維持が日高管内７町の共通の課題となって

います。しかしながら、人口減少社会、そしてコロナ禍によって減少した利用者、更には

バス事業者が直面する２０２４年問題は、公共交通の持続性を脅かすものと考えています。

管内７町と関係機関は、協議会を構成し、公共交通の利便性向上についてこれまで協議を

重ねてきましたが、今後は更に持続可能な公共交通のため何が必要か、今何を為すべきか

を共に協議を始める時期にあると考え、これまで以上に新冠町として管内公共交通の維持

継続に資する役割を担っていくよう努めて行く所存です。また町内交通体系に目を向けま

すと、令和５年度において新冠町地域公共交通計画を策定しました。計画においては、現

在の町内交通体系を総合的に評価、検証し、乗車空白地帯の解消に向けた取組みを推進す

ることを課題として設定致しました。これは、町内の地域と地域をむすぶ町内交通体系は、

効率的な運行の確立が運行の維持、継続につながると考え、地域環境を踏まえた交通体系

の最適化に努めて行く所存です。管内各町をむすぶ基幹路線においても、また町内の各地

域をむすぶ地域公共交通においても持続的運営の推進がなにより重要なことです。今後も

社会情勢、地域環境を適時的確に判断し、効率的な運行体系を確立し、路線の継続に最善

を尽くす所存です。 

４つ目は、安全で安心して暮らせるまちづくりについてです。 

本年１月１日に石川県能登半島を震源とした大地震が発生し、甚大な被害が生じました。

災害に強いまちづくり、そして平時からの備えの重要性を改めて認識いたしました。当町

においても、甚大な被害が発生すると想定されている、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地

震へ備える必要があります。昨年１０月に大地震の発生による災害を想定した総合防災訓

練を北海道と合同で実施したところ、多くの町民の方にご参加いただき、町民の皆さまの

防災意識の高まりを感じたところであります。令和６年度においては、高台や津波避難場

所が無い節婦町地区においては、津波到達時間までに避難を完了することが困難であるこ

とから、津波避難施設の整備が急務と判断し、津波避難タワーの建設事業に着手いたしま

す。また、大津波発生を想定した防災避難訓練の実施及び防災にかかる啓発活動の実施に

より、町民の方の防災意識の向上を図るとともに、あらゆる災害対策を検討し、町全体の

防災力の強化に努め、災害に強いまちを築いてまいりたいと存じます。 

次に交通安全についてです。交通事故の防止には、ひとりひとりが人命の尊さを認識し、

日常生活を通じて自主的に交通安全に取組む必要がありますが、そのためには、交通安全

意識の高揚を図ることが必要です。今後も新冠町交通安全推進委員会と連携し、交通安全

指導員への活動支援や啓発活動、道路交通環境整備など、総合的な交通安全対策に努めて

参ります。さらに、町民生活の安全の確保、地域の安全の確保に向け、新冠町防犯協会や

関係機関と連携を図り住みよい町づくりを目指して参ります。 
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５つ目は、力強く安定した産業づくりについてです。 

はじめに、農業の振興についてです。新冠町の基幹産業であります農業の生産基盤の確

立、安定した農業経営と持続的な発展をめざし、第７次新冠町農業振興計画に定める基本

方針のもと各生産分野における諸課題の解決に向け、農業団体や関係機関、各生産振興会

の協力をいただきながら各種施策に取り組んで参ります。新規就農対策では、そ菜園芸農

家として、独立就農を目指している農業支援員１名が最終年度である３年目の研修を迎え

ます。受入農家から専門的な営農技術を習得する最後の期間となりますので、関係団体と

共に就農に至るまで支援に努めて参ります。また、就農開始から経験の浅い新規就農者に

対しましても、関係団体等によるサポート体制を強化し、早期の経営安定に向けた支援を

図って参ります。農業支援員制度を開始して以降、これまでに１０名の方が町内で独立就

農、１名が雇用就農されており、担い手確保対策として、一定の成果があったものと捉え

ておりますが、引き続き新規就農希望者の確保に取り組んで参ります。後継者対策につき

ましては、親元就農に対する農家子弟の営農技術の向上を支援する、農業後継者親元就農

奨励金や農業機械免許・資格取得費用に対する助成制度の活用を促すため、ＰＲに努め、

一人でも多くの後継者に親元就農をしていただき、経営継承に繋がるよう支援して参りま

す。 

水稲・畑作部門におきましては、水田営農と畑作を中心とする国の国営所得安定対策事

業の制度見直しに伴い、水田の畑地化が促進されております。安定的な農産物の生産に向

け、引き続き制度の周知と円滑な推進に努めてまいります。また、施設園芸作物では農作

物の効率的な生育管理と省力化が図られる自動換気設備の設置を推進し、生産面積の維

持・拡大に向けて取り組んで参ります。 

軽種馬振興につきましては、歩様動画をメインとする売り馬情報システムの運用やコン

サイナー費用に対する支援を継続し、新冠産馬の販売向上に繋げて参ります。また、ホッ

カイドウ競馬を含む地方競馬の売上向上対策として協賛レースの実施を通じ、競馬事業の

振興に加え、馬産地新冠のＰＲに努めて参ります。 

酪農振興につきましては、良質な生乳の生産や、ゆとりと潤いのある酪農経営のために

乳牛検定組合や酪農ヘルパー組合の運営支援を継続するとともに、町有牧野での預託事業

を通じ、生産現場における自給飼料や労働力不足の解消を図り、放牧管理を介した家畜の

健康増進に努めてまいります。 

肉用牛の振興につきましては、繁殖雌牛の導入支援及び町有牛を活用した受精卵の原価

提供事業を継続し、安定した繁殖基盤の構築に努めて参ります。町有牧野の運営にあたり

ましては、北海道ヨーネ病防疫対策実施要領に基づく、発生農場に指定されておりますが、

汚染区域外となる放牧地においては、預託事業専用の車両を用いるとともに、専用長靴の

使用、消毒の徹底等、引き続き感染対策を講じながら事業を実施して参ります。 

家畜防疫につきましては、家畜自衛防疫組合など関係機関と連携し、家畜伝染病の発生

予防に努め、引き続き予防注射や伝染病検査を支援するとともに、農場周辺での消毒の徹
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底や関係者以外の立入制限など飼養衛生管理の指導と啓発に努めて参ります。 

毎年度、エゾシカやアライグマなどの有害鳥獣により多大な被害を受けております農作

物被害については、近年は増加傾向にあります。その渦中において、ヒグマに関して、町

内での出没や目撃の情報が多く寄せられ、昨年の捕獲頭数は過去最高値となりました。現

在、国におきましては、クマ類を指定管理鳥獣に追加する方針とし、北海道ではヒグマ管

理対策の見直しも進められておりますことから、町としましても、動向を注視し、引き続

き、関係機関との連携・協力により有害鳥獣全般の駆除対策に取り組んで参ります。 

次に林業の振興についてです。安全な国土の形成や水源の涵養、地球温暖化の防止、快

適な生活環境の創出など、森林が持つ多面的な効果については、国民一人ひとりが広く恩

恵を受けるものでございます。町が管理をする町有林におきましては、人工林の多くが成

熟し、本格的な主伐期を迎えておりますので、本年度も森林経営計画に基づき伐期を迎え

ている岩清水・明和地区の皆伐約１０ｈａのほか、植林や下刈り、間伐など適切な森林整

備に努めて参ります。また、本年度からは、温室効果ガスの削減や自然災害等の防止を図

るため、国民一人から１千円を徴する森林環境税が開始されます。これにより、森林整備

の財源となる森林環境譲与税の増加が大きく期待できますことから、有効に活用すべく私

有林の管理作業のほか、林道や治山施設の維持に要する一般財源として、民有林の持続的

発展に努めて参ります。 

次に水産業の振興についてです。水産業は環境の変化を最も受けやすい産業であり、気

象や海水温、海流などの細かな変化が漁獲量へ著しい影響を及ぼします。沿岸漁業を主体

とする当町にとりましては、限られた資源と漁場を有効に活用し、資源の回復や生産増大

に向けた取り組みを継続的に行うことが肝要です。令和３年９月に発生した赤潮被害につ

きましては、発生から２年以上が経過しましたが、未だ全容の解明には至っておりません。

引き続き、タコとツブを対象魚種とする資源量調査に取り組み、漁場の回復状況の把握に

努めて参ります。また、北海道や関係団体等との連携により実施をしているタコ産卵礁設

置事業やホッキ最小貝の放流事業、マツカワの稚魚放流事業につきましても継続的に実施

し、資源の育成・管理に努めて参ります。 

また、観光振興に目を向けますと、コロナ禍から解放された社会は、これまでの反動か

ら多くの観光地では活況を呈し、コロナ禍前の観光客数に迫る勢いとなっています。当町

においても主だった観光施設の入込みは増加傾向にあり、今後の更なる増加に期待を寄せ

ている次第です。今後は、日高自動車道新冠インターチェンジの開通が当町への人流をど

のように変えるのか期待を膨らませるばかりですが、さまざまな変化をしっかりと受けと

め、町の将来に向けた観光施策を推進して行く所存です。 

次に、商工業の振興についてですが、小売店を中心とした商工業者の経済活動は、人々

の働く場の提供と日用品を中心とした生活必需品の購買機会を確保するという生活に欠か

せない事業活動です。そのためには携わる事業者の経営安定化を図ることが大切であり、

商工会の役割が重要となります。このため町は商工会が行う経営改善事業や起業活動への
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取組み事業を支援することで商工業振興を図って参ります。 

６つ目は、郷土を愛し生きる力を育む人づくりについてです。 

はじめに、教育行政につきましては、教育に関する総合的な施策である、新冠町教育大

綱に掲げる基本理念、生きる力を育みふるさと愛を深める新冠の教育を推進するため、総

合教育会議を通じて教育委員会と政策の方向性を共有し、教育環境の充実を図って参りま

す。 

次に、幼・小・中教育の充実についてです。認定こども園ド・レ・ミにおいては、引き

続き安全安心で最優先し、適切な保育教諭の配置と施設環境を整備するとともに、幼小中

の連携や接続を意識した教育・保育活動の充実と家庭や地域と連携した、こども園運営を

支援して参ります。小中学校においては、学習指導要領に応じた授業づくりやＩＣＴを活

用した授業づくりを進めるために、引き続き施設環境整備を支援していくほか、各教室へ

エアコンを整備することで、適切な教育環境の維持に努めます。また、統合を迎えた小学

校については、これまで教育環境の改善のため配置しておりました、町費負担教諭２名を

当面新冠小学校へ配置し、統合後の児童の不安解消や授業改善へ取り組むほか、各校学年

毎に学習支援員を配置し、教育環境の充実を支援して参ります。 

次に、生涯教育の充実についてです。社会教育におきましては、ふるさとを愛し、生涯

にわたり、学びあい、教えあう学習社会の実現を目指し、町民憲章とＲｅの精神を意識し

ながら、持続可能な社会を目指した質の高い教育の推進を図るために、それぞれの世代を

対象とした様々な学習や体験の機会を展開してまいります。また、レ・コード館をはじめ

とした各種社会教育施設では、施設機能を十分に生かしながら生涯学習の場を提供すると

ともに、町民の自主的な文化芸術活動やスポーツ活動を支援し、引き続き安全で利用しや

すい施設運営に努めて参ります。また、５年度末をもって閉校となる朝日小学校は、朝日

地域交流センターとして生れ変ります。朝日地域交流センターは、地域の集会施設、町の

防災拠点、スポーツ活動の場、そして文化芸術と町外からの事業進出機会創出の施設とし

て幅広く町内外の多くの方々に利用されるよう管理運営を町が担うこととします。朝日小

学校は、これまで学び舎として多くの子ども達の成長を見守ってきましたが、今後は町の

多目的施設として朝日の森という愛称と共に多くの方々に愛される施設となるよう利活用

の促進に努める所存です。 

最後に、自立したまちづくりについてです。 

まちづくりの推進は、町民の皆さんと互いの立場を尊重し、信頼し、そして協働して行

うことが大切です。そのためには町民皆さんにまちづくりの現状について説明し、構想段

階にあるものについては意見をいただき、反映させることができる意見は反映させること

に努めることで、まちづくりの透明性が確保され、更には公正性の樹立につながるものと

考えるところです。町はこれまで各自治会との町政懇談会、そして社会教育団体等との懇

談によって町民の声の聞き取りに努めてきており、今後においてもさまざまな創意工夫に

よって町民参加と協働のまちづくりを推進していく所存です。社会全体を覆う人口減少・
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少子高齢化の進行は、当町においても例外ではありません。町は、定住・移住政策の推進

のほか医療、福祉、教育、子育てなど幅広い分野において人口の確保につながる施策の展

開を行っていますが、今後もより一層の推進を図ると同時に、多くの老朽化した公共施設

の維持管理や更新費用の増加が見込めることに加え、人口減少に伴う地方交付税の減少な

ど、今後さらに厳しい財政状況が予想されるなか、将来にわたって持続可能な町づくりを

展開するためには、健全な財政の確立が何より重要であります。令和６年度においては、

財政計画に基づき、収支改善のための方針を具現化するための実行計画、行財政改革アク

ションプランを成案化させ、具体的な取組みを行う予定としております。この行財政改革

は、当町が、持続可能なまちづくりを展望する上で必要な取り組みであるとともに、町の

行財政を安定的に運営することは、山積する課題解決の上でも喫緊の課題であり、私ども

が常に改善・改革の意識を持ち続けることが、新冠町の持続可能性を高めるものと考えて

おります。今後も限られた財源で町民の皆さまの視点に立った、効率的かつ質の高い行政

サービスを提供すべく関係者皆様のご理解とご協力を得ながら、新たなまちづくりを進め

て参りたいと存じます。 

 以上、令和６年度の行政執行に臨むにあたっての、私の所信と主な施策について述べさ

せていただきました。新型コロナウイルス感染症、ロシアによるウクライナ侵攻、能登半

島地震等の大規模な自然災害など、生命の尊さや、当たり前の日常の有難さを痛感させら

れる重大な事象が国内外で相次いでおります。このような社会情勢や環境の変化により、

これまでの常識が覆され、人々の価値観が変化する中、行政には乗り越えるべき多くの課

題がありますが、私は、当町の将来のために必要な取組を着実に実施してまいります。結

びにあたりまして、議員各位をはじめ、町民の皆さまにおかれましては、町政運営により

一層のご理解とご協力を心からお願い申し上げます。 

○議長（氏家良美君） 町長の行政執行方針が終わりました。 

暫時休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時５５分 
再会 午前１１時 ５分 

 

○議長（氏家良美君） 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

次に、教育行政執行方針を行います。 

奥村教育長。 

○教育長（奥村尚久君） 令和６年第１回定例会の開会にあたり、令和６年度教育行政執

行方針を申し上げます。 

はじめに、３年余り続いた新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行され、感染症

対策は大きな転換期を迎えました。しかしながら、社会の急激な変化や子どもを取り巻く

環境が、多様化・複雑化する中にあります。現在、学校教育には、一人一人の子どもたち
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の可能性を最大限に引き出し、将来の予測が困難な時代においても自立的に生き、持続可

能な社会の創り手を育成するための資質・能力を育んでいくことや日本社会に根差したウ

ェルビーイングの向上が国の第４期教育振興計画で示されています。子どもたち一人一人

がもつ夢の実現に向かい、未来を切り開く担い手となる子どもたちには、ふるさと新冠の

歴史や文化を誇りとし、共に支えあい、逞しく、生き抜く力を身に付けることが必要です。

そのためには、新冠町の強みである学校教育と社会教育が一層の連携を図り教育効果を高

め、子どもたちを育むことによって、郷土を愛する子どもたちや郷土を担う子どもをたち

の育成にも繋がると考えています。朝日小学校と新冠小学校が統合となり、最初の年を迎

えます。１０８年の歴史に幕を閉じ、新冠町唯一の小学校として、新冠小学校がスタート

を切ります。小さな学校ならではの、きめ細かい一人一人への指導、自然から多くのこと

を学ぶ教育などできるだけ多くことを継承し、教育環境の充実をさらに図りながら教育を

進めてまいります。また、これからの新冠町の教育を見据え、幼、小、中がそれぞれ一つ

ずつとなり、貫く教育を考えながら、一人一人をしっかりと育てていくことも使命だと考

えております。教育委員会は、引き続き町長との総合教育会議を通して教育に関する思い

を共有し、一体感とスピード感をもって課題解決に取り組むとともに、次代を担う子ども

たちが、郷土を愛し、逞しく生きぬく力を身に付け、町民の皆さんも心豊かに生きがいを

感じられる暮らしができるよう、生涯学習活動を推進し、活力ある地域社会の形成に努め

てまいります。 

 このような考え方に基づく基本姿勢について申し上げます。 

 学校教育では、子どもたちのウェルビーイングにつながる資質・能力の育成を図ること

が大切であり、そのためには、探求的な学習、主体的・対話的で深い学びの授業の改善・

充実が必要不可欠です。ＧＩＧＡスクール構想により、ＩＣＴの環境が整備された一人一

台端末を活用した授業の充実、個別最適な学びの充実、協働的な学びの充実により、確か

な学力の育成を図っていきます。また、児童生徒に必要な資質・能力を育むためには、学

校だけではなく家庭、地域、行政の連携した取組が必要であり、学校は楽しい、家庭は温

かい、地域は明るい、働きやすさと働きがいのある職場を実感できる環境づくりも意識し

てまいりたいと考えます。更に、子どもたちが主体的に物事を判断し行動しながら、解を

見出していく、生きる力を育むために、小学校から中学校の連続した学びが確かなものと

なるよう、それぞれの教育課程の連携、接続を意識した施策の推進に努めてまいります。 

 社会教育では、町民の皆さんが、学びを行動につなげる活動を継続することは、豊かな

心を育む、活動の輪を広げ支えあう、地域の良さを知り郷土愛を育むという観点からも重

要なことであり、町づくりの大きな力となるとも考えます。将来の予測が困難な時代にお

いても、未来に向かって果敢に挑戦できる人材の育成を中心に、町民の皆さんが、心豊か

で健康に学ぶことのできる活動を展開し、その活動が町づくりに活かされるものとなるよ

うに引き続き、町民憲章やＲｅの精神を意識し、特徴ある事業展開に努めてまいります。   

 続きまして、教育行政執行にあたりましての主要施策について申し上げます。 
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はじめに、子どもたちを中心としたウェルビーイングを育む学校教育の充実であります。

学校教育を通じ、持続可能な社会の創り手を育成するための資質・能力を育んでいくこと、

また、子どもたちが短期的に幸せと感じるだけではなく、夢ややりがいを見出し、将来に

渡って持続的な幸せに繋がるよう、誰もが安心できる教育活動を継続し、子どもの健やか

な学びを保障していくことが重要でありますことから、本年度は、子どもを中心としたウ

ェルビーイングの推進、育てる資質・能力を明確にした教育課程の推進、幼小中を貫く教

育の実現に向けた教育活動の推進の３項目を最重点目標として位置づけた上で、次の取組

を推進してまいります。 

 １点目は、ウェルビーイングにつながる学力の向上についてであります。 

義務教育課程においては、児童生徒が学校生活から将来に渡って様々な社会環境の変化

を乗り越えながら、心豊かな人生、ウェルビーイングに繋げていくために必要な資質・能

力を身に付けることが必要であることから、学習指導要領における、主体的・対話的で深

い学びへの授業改革に引き続き取り組み、学習の見通しと振り返りや自分の考えを書く、

説明する、話し合うといった言語活動を充実させるとともに、一人一台端末をはじめとす

るＩＣＴ機器や指導者用・学習者用のデジタル教科書及びデジタル教材の活用を推進する

ことで、個別最適な学び・協働的な学びに繋げてまいります。また、各学校の取組に加え、

学力向上推進委員会においても全国学力学習状況調査や標準学力調査などの結果を通じて、

児童生徒の学習状況や学力の定着状況を把握・分析し、育てる資質・能力を明確にした単

元指導過程の作成に努め、学び方と学びの質を重視した授業改善を図ってまいります。望

ましい学習環境と生活習慣の確立には、学校生活や授業だけではなく、家庭での取組も必

要でありますことから、学年あたり１０分の家庭学習の定着化やゲームやスマートフォン

の適切な利用については、引き続き保護者に協力を呼びかけ、授業と家庭学習の連携によ

り、学習の習慣化に努めます。また、校内研修や小中合同研修の実施を奨励し、小中連携

推進会議の取組を中心に小中を貫く９年間の教育課程の検討と準備を進めます。日常の教

育活動の中心となる授業においては、自己決定の場を育む授業、自己存在感を育む授業、

共感的な人間関係を育む授業の生徒指導における三機能を活かした授業づくりを全教職員

に意識付けし、全ての児童生徒に活躍する場を与えることで、学習に対する意欲や姿勢の

向上に努めてまいります。 

２点目は、豊かな心と健やかな体の育成についてであります。 

児童生徒の心身の健やかな成長においては、仲間と共に支え合いながら、善悪を判断す

る力、命や自然を大切にする心、人を思いやる心と健康な体を育成することが大切です。

そのため、自らを見つめ、物事を多角的・多面的に捉え、その生き方について考えを深め

る学習である道徳教育を考え議論する形で実践し充実を図るとともに、豊かな感性や情操

を育む読書活動を引き続き推進してまいります。学校生活だけではなく、子どもの将来に

渡り心理的・身体的に大きな影響を及ぼす、いじめ・不登校といった生徒指導上の課題に

ついては、定期的な調査やアセスメントシートにより学校組織全体で情報共有を図ること
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で早期発見と早期対応に努めるとともに、スマートフォン等の普及に伴う情報モラル教育

については、保護者と課題の共有化を図り、ネットモラル指導の徹底を図ってまいります。

健康な体の育成に繋がる体力の向上策の推進につきましては、引き続き全国体力・運動能

力、運動習慣等調査の結果分析をもとに、課題を意識した授業改善と１校１実践の取組を

継続いたします。また、健康安全教育については、教育課程による食育指導の工夫、防災

教育、熱中症対策等、正しい知識を習得するよう指導の充実を図るとともに、新型コロナ

ウイルスをはじめとした感染症対策の指導についても意を用いてまいります。 

 ３点目は、特色ある教育活動の推進についてであります。 

児童生徒がかけがえのない学校生活を送っている新冠町への理解を深め、自身と地域の

かかわりや将来像について、学び、考えることが、ふるさとへの誇りや愛情の醸成にも繋

がるものと考え、特色ある教育活動の推進いたします。教育課程では、当町の将来的な教

育環境を見据え、連携推進会議を通じた幼・小・中の連携や小中合同研修会を企画・実践

し、小中を貫く学びの場の創造に向け、グランドデザインや基本計画作成に着手してまい

ります。地域の教育力の活用については、学校運営協議会を通じた家庭や地域の学校運営

への参画促進やキャリア教育における地域の人材や団体の活用、また、郷土資料館を中心

とした社会教育との連携によるふるさと教育の推進など、地域資源を活用した新冠町なら

ではの教育活動を実施いたします。また、主権者教育とふるさと教育の観点から継続的に

実施しております中学生と町長との懇談会については、内容の改善と充実を図りながら今

年度も開催し、町づくりへの参画意識やふるさと愛を育む取組を推進いたします。 

 ４点目は、特別支援教育の充実についてであります。 

 障がいの有無にかかわらず全ての子どもが学ぶ仕組みでありますインクルーシブ教育の

充実を図るため、教職員研修を推進し専門性の向上に努めます。特別支援教育においては、

児童生徒一人ひとりの状況に応じ指導内容や指導方法を工夫するとともに、将来を見据え

た切れ目のない支援を行うことが必要であることから、個別の指導計画・教育支援計画や

特性に応じた適切な教育課程を編成し、評価・改善を行うことで、幼小中における効果的

な支援を推進してまいります。また、普通学級における困り感を抱える子どもの対応とし

て、関係機関との情報共有によるきめ細かい教育相談と支援体制の充実に努め、通級指導

教室巡回指導教員やスクールカウンセラー派遣事業を積極的に活用し、共生社会の実現に

向け取り組んでまいります。 

 ５点目は、信頼される学校づくりの推進についてであります。 

 地域に開かれ信頼される学校づくりを実践するためには、家庭や地域との連携・協力の

もと、保護者や地域からの意見や要望を的確に学校運営に反映させていくことが必要です。

そのため、学校長の経営ビジョンと具体的な方針を明確化した上で、校内、校務組織の機

能強化を図り、教職員の経営参加意識の高揚に努めるとともに、学校運営協議会の活動を

通じ、家庭や地域が学校運営の基本方針や活動計画を共有した上で、積極的に教育活動に

参画することで学校改善に繋がるよう協働体制の確立を推進してまいります。また、初任
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及び中堅教員への人材育成として、指導主事の授業参観と指導助言活動を継続強化すると

ともに、各種研修会及び町教育研究協議会への参加奨励や、小中合同研修会、服務規律研

修の充実を図り、教職員の資質向上と服務規律の保持を図ります。幼小中を貫く教育の推

進については、積極的な校種間交流を進め、教職員の研究活動とも連携し、教育課程への

位置付けと具体的実践に向け取り進めます。加えて、増加している教職員の心の健康問題

については、メンタルヘルスチェックと個別面談を実施し、職場改善に取り組み未然防止

に努めます。 

 ６点目は、教育環境の整備についてであります。 

はじめに、学校施設整備についてでありますが、昨年夏の記録的な暑さを受け、教育現

場の抜本的な対策として、空調設備の設置について予算のご承認をいただいたところであ

りますが、建設担当、学校、工事業者と作業日程等を調整しながら、早期の設置に向け取

り進めてまいります。 

次に教師にとってのウェルビーイングとして、学校が働きやすさと働きがいのある職場

であるよう、働き方改革の取組を継続し、教職員が心身ともに健康でゆとりを持ち、教育

活動に専念できる環境を整備するため、校内組織コアチームを中心に全職員が改革の提案

と実践にかかわるほか、一人一人の在校時間の把握と管理職による個別面談を実施し、業

務の適正化と改善に向けた指導助言を行ってまいります。これらの取組により、学習指導

要領で定められた年間授業時数の確保と各校月１回の完全下校日の設定など、労働環境改

善との両立を図ってまいります。また、昨年度から本格導入しております校務支援システ

ムの活用により、引き続き校務事務の負担軽減や効率化に取り組みます。統合を迎えた小

学校においては、これまで複式教育や僅少差学級といった教育環境の改善への取組として

配置しておりました町費負担教諭２名については、２年間を目途に新冠小学校へ配置し、

統合後の児童の不安解消に取り組むとともに、小学生が身に付けるべき基礎学力と応用力

を養い、将来、成長した子ども達が安心した気持ちで中学校生活を迎えられるよう、児童

に寄り添ったよりきめ細やかな指導と学力向上に向けた教職員研修の充実と授業改善に資

する役割を担ってまいります。また、ＡＬＴ及び外国語学習指導員による英語指導への対

応や各小中学校の学年毎に配置しております学習支援員を活用しながら、充実した教育体

制を維持いたします。高等学校への通学支援につきまして、新ひだか町の高等学校へバス

通学する高校生の通学費用への助成を継続し、地域の高等学校への修学機会の確保のため

引き続き支援してまいります。また、老朽化が進んでおります義務教育施設につきまして

は、新冠町教育施設個別施設計画を基本として次期構想に着手し、適切な施設整備に努め

てまいります。 

７点目は、認定こども園の教育・保育の推進についてであります。 

認定こども園は、多様化している子育ての社会的ニーズに応えるとともに、生涯にわた

る学びと人格形成を養う重要な役割があることから、日々の保育・教育活動を通じて、就

学前までに、身について欲しい力の習得を促し、スムーズな小学校への接続に向け、スタ
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ートカリキュラムの編成と実践活動を推進してまいります。また、地域や保護者との繋が

りや幼小中連携を意識し、情報共有を図ることで要支援児を把握し、関係機関の協力を得

ながら早期対応に努めてまいります。保育教諭の資質向上については、専門性を高めるた

めに、計画的な園内・園外研修により学びと実践を推進し、教育保育活動の質の向上を努

めるとともに、適切な保育教諭の配置により教育保育環境を整備してまいります。子育て

支援センター事業につきましては、乳幼児をもつ母親同士の情報交換や交流の場のほか、

育児に関する相談機能を有していることから、引き続き保健・福祉行政や学校、発達支援

センターなど関係機関と連携を図りながら、子育て支援事業の充実に努めてまいります。  

次に、ふるさとを愛し、生涯にわたり、学びあい、教えあう学習社会についてでありま

す。 

社会教育事業においては、継続して町民憲章とふるさと教育に繋がる、Ｒｅの精神を意

識し各事業に関連づけながら、まちづくりの中心であるレ・コード館を拠点とした特徴あ

る事業を展開し、持続可能な社会を目指した主体的に学び、教えあう質の高い教育の提供

を推進してまいります。 

１点目は、レ・コード館を中心とした生涯学習社会の推進についてであります。 

音楽・文化の拠点となるレ・コード館機能を活かしながら、町民の文化活動の推進を図

るために、文化協会や自主企画委員会をはじめとした各団体と連携しながら、文化芸術活

動の支援に努めてまいります。音楽をより身近に親しむために、児童から高齢者のそれぞ

れの世代に応じた楽器演奏体験や音楽鑑賞機会の充実を図るとともに、昭和音楽大学との

連携を図りながら吹奏楽クリニック事業を継続して実施し、吹奏楽の技術向上に寄与した

取組を進めます。収集レコードの活用においては、テーマに沿ったレコードジャケットの

展示を継続するとともに、町民の皆さんがレコード音楽に触れる機会が増えるよう町内施

設を対象とした巡回レコードコンサート事業の充実に努めます。新冠小学校との融合をよ

り深めるために、連絡調整を図りながら放課後子ども教室、スポーツ教室等の充実を図り、

中学校においては、部活動地域移行に向けて、国、北海道や日高管内の動きに注視しなが

ら、当町における移行の準備を進めます。 

２点目は、生涯にわたってスポーツに親しむまちづくりについてであります。 

本年度から新たに策定した、スポーツ振興計画に基づき、生涯にわたってスポーツに親

しむまちづくりを目指して、各種事業を推進してまいります。少子・高齢化や人口減少の

進展などに伴い、スポーツ環境が大きく変化している中、多様なスポーツ教室を開催する

とともに、健康に視点を置いたスポーツの提供、スポーツ団体の支援をとおし、スポーツ

のある暮らしの充実を図ります。また、新たに、各種団体と連携を図りながら冬季のスポ

ーツ体験教室を実施するとともに、障がい者スポーツの体験をとおしたスポーツでつくる

優しい共生社会の理解促進を進めます。 

 ３点目は、郷土資料館事業の充実についてであります。 

郷土資料館は、ふるさとの歴史や自然、文化を守り、未来へと引き継ぐ役割を担ってい
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ます。そのためには、郷土に関する調査研究を深め、資料収集や展示、各種事業の充実を

図るともに、郷土を大切にする輪をさらに広げ、関連団体や学校、他の社会教育事業との

連携を進めてまいります。ふるさと・再発見講座では、子どもから大人まで、各年代に合

わせた学習や体験講座を展開し、郷土文化研究会やネイチャーズクラブとともに、歴史や

自然にまつわる活動を行い、資料館と団体間の活性化を相互に向上できるよう努めます。

地域資源を活用した取組として、ポロシㇼ生活館を拠点にアイヌ学習の充実を推進し、小

学生のアイヌ学習では、民族文化保存会や読み聞かせの会の協力をいただき、アイヌ伝説

や古式舞踊に楽しくふれる機会を創出して、新冠ならではの学習提供を、ポロシㇼ生活館

の機能を最大限に活かしながら実施していきます。 

４点目は、図書プラザ事業の充実についてであります。 

図書プラザは、個人学習を支援、援助することにより、学習意欲を満足させる機能を持

っており、良いサービスを提供することで学習意欲を向上させる効果があることから、図

書の蔵書を計画的に整備し、乳幼児から本に親しむ、ブックスタート事業や児童を対象と

した春夏秋冬の特別事業の実施を進め、読書への関心を高める工夫を凝らした事業を展開

するとともに、１０代向けの事業や展示を行い、少年期の読書離れの改善を図る取組を積

極的に実施します。読み聞かせの会等の関連団体とは、継続して図書事業との連携を図り

ながら、積極的に支援してまいります。また、夜間開放やアニマル号の運行により、読書

環境を整備することで、利便性を重視した施設運営を引き続き努めてまいります。学校図

書室へは、司書の専門性を活かして図書室運営全般において連携を図るほか、統合後の図

書整理についても小学校と協力を深め、積極的に行ってまいります。 

５点目は、青少年教育の充実についてであります。 

少年期に必要とされる自発性や自立を促すことを目的に、自然体験や職業体験事業の充

実を図るほか、新たに、朝日地域交流センターを活かした、防災体験キャンプを実施し、

防災教育も加えた事業を展開します。リーダー養成研修として、引き続き、少年国内研修

交流事業を実施し、交流先である沖縄の文化・歴史の研修を深めるとともに、リーダーと

しての資質向上が図れるよう、研修内容の工夫を進めてまいります。町民センターで開設

しております、児童館クラブ事業につきましては、放課後を中心とした児童の活動場所と

して活用されておりますが、新冠小学校とより連携を深め、安全安心の居場所づくりを進

めるとともに、少年教育の充実が図れるよう各種事業を展開していきます。まちづくり事

業に寄与する、ふるさと盆おどり等の各種青年団体事業については、指導助言を積極的に

行い活性化を図るとともに、未来の青年活動に繋げるため、中学生、高校生ボランティア

を集い、それぞれの事業に参画する取組を進めます。 

６点目は、成人教育の充実についてであります。 

成人教育は家庭や地域社会において中心的な役割を担い、この時期の学習活動により地

域貢献や地域発展に繋がることから、本年度は地域教育力の向上と家庭教育の充実を図る

ことを目的に、プラスワンセミナー事業の開催について、ＰＴＡ連合会と連携を図り家庭
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教育に視点を当てた事業を展開し、広く町民に周知し集えるよう工夫を凝らし実施いたし

ます。また、生涯学習講座では増加する海外移住者との理解と調和を図る目的で、国際交

流事業を実施するとともに、多世代で楽器を奏でることができるような体験事業の充実に

努めてまいります。いきいき大学につきましては、楽しみながら知識や教養を身に付ける

学習会や見学会のほか、保健福祉課の介護予防教室との連携事業を進めるとともに、異世

代交流等を通し、学びあい、教えあう場の提供を図ります。また、女性のまちづくりへの

参画を目的として活動しております女性コミュニティ会議につきましても、より積極的に

まちづくりに参画できるよう、研修内容の充実を図り、自主活動を促進できるよう支援し

てまいります。 

以上、令和６年度の教育行政執行方針について申し上げました。私たちをとりまく環境

は、変化の激しい先を見通せない状況にあります。しかしながら、私たち教育行政は、そ

の活動の歩みを止めるわけにはいきませんし、次なる新たな方向性を打ち出していく必要

があります。教育は、人づくり。人づくりは、町づくりの基本であるとの認識のもと、変

化の激しい時期だからこそ、逆に飛躍のために大きく変われるチャンスでもあることを念

頭に置き、不易と流行をしっかりと見定め、将来に向け持続可能な教育環境を展望してま

いります。特に本年度は、小学校、統合初年度です。統合してよかったと児童、保護者、

地域の皆様方に思っていただけるよう、教育委員会は新しく生まれ変わる新冠小学校にで

きるだけ多くの支援をしながら見守っていく所存です。教育委員会は、未来を担う子ども

たちが自分たちの力でしっかりと前を向いて逞しく歩み進めるよう、その成長を支えると

ともに、町民の皆さんが、ふるさと新冠を愛し、新冠で生まれ育ってよかったと実感でき

るように、また生涯にわたって豊かな学びと活動を展開できますよう、本年度も職員一丸

となって積極的な実践活動に取り組んでまいる所存です。町議会議員の皆さま、並びに町

民の皆さまのご理解とご協力をお願い申し上げ、教育行政執行方針といたします。 

○議長（氏家良美君） 教育長の教育行政執行方針が終わりました。 

 

◎日程第３ 議案第２３号 

○議長（氏家良美君） 日程第３、議案第２３号、令和６年度新冠町一般会計予算を議題

といたします。 

提案理由の説明を求めます。 

佐藤総務課長。 

〇総務課長（佐藤正秀君） 議案第２３号、令和６年度新冠町一般会計予算について、提

案理由を申し上げます。 

令和６年度新冠町一般会計の予算は、次に定めるところによるものとします。歳入歳出

予算、第１条、歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ５６億６７００万円に定めようと

するものです。第２項歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、第１表歳入

歳出予算によるものとします。債務負担行為、第２条地方自治法第２１０条の規定により
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債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、第２表債務負担行為に

よるものとします。後ほど説明いたします。地方債、第３条、地方自治法第２３０条第１

項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法利率及び償

還の方法は、第３表地方債によるものとします。後ほど御説明いたします。一時借入金第

４条地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５億

円に定めようとするものです。歳出予算の流用、第５条、地方自治法第２２０条第２項た

だし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定めるものとします。第１号括弧に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の、各項の間の流用とする

ものです。次に、債務負担行為について説明いたしますので６ページをお開き願います。

第２表債務負担行為です。委員会室用マイク設備購入費、期間は令和６年度から令和１０

年度まで、限度額５７３万円は現行設備の老朽化に伴う更新です。詳細は予算説明資料４

１ページのとおりです。災害対策用車両購入費、期間は令和６年度から令和１０年度まで、

限度額１千万８千円は、災害時の移動式電源となる外部給電機能を有する車両２台を購入

するものです。詳細は予算説明資料４６ページのとおりです。庁舎用印刷機購入費、期間

は令和６年度から令和１０年度まで、限度額２２８万６千円は、現行の印刷機老朽化に伴

う更新です。出納室用ＯＣＲ機購入費、期間は令和６年度から令和１０年度まで、限度額

２２６万４千円は、現行の納付書情報読み取り機専用機の老朽化に伴う更新です。住基ネ

ットＣＳ総合端末購入費、期間は令和６年度から令和１０年度まで、限度額は２３３万３

千円は、現行のコミュニケーションサーバー老朽化に伴う更新です。詳細は予算説明資料

７２ページのとおりです。これら５件については、備荒資金を活用して購入することとし

ております。次に地方債の説明を行いますので、７ページをお開き願います。第３表地方

債、過疎地域自立促進特別事業、限度額６６１０万円は、高齢者福祉事業や地域医療の確

保などに活用しているもので、充当事業は８ページ第３表付表のとおりとなっております。

温泉施設整備事業、限度額５５０万円は老朽化した給湯用真空式ボイラー更新工事に係る

過疎債です。乗馬施設整備事業、限度額５９００万円は、研修棟新築及び外構工事に係る

過疎債です。日高中部環境センター基幹改良事業、限度額４０万円は、燃焼炉等プラント

施設の長寿命化事業に係る過疎債です。日高中部環境センター車両購入事業、限度額４３

０万円は、作業用大型ショベルローダー購入に係る過疎債です。橋梁長寿命化事業、限度

額４７０万円は、節婦小橋整備事業に係る過疎債です。大型水槽車購入事業、限度額２８

７０万円は、消防新冠支所の老朽化した大型水槽車更新に係る過疎債です。地域住宅整備

事業、限度額９３０万円は、ひがつら団地外部改修事業に係る公営住宅建設事業債です。

津波避難施設等整備事業、限度額１８１０万円は、節婦町地区津波避難タワー建設事業に

係る一般公共事業債です。水利施設等保全高度化事業、限度額６４７０万円は、太陽地区

の営農用水施設整備事業に係る辺地債です。農道保全対策事業、限度額２６３０万円は、

道営事業により実施する東泊津地区農道整備事業に係る辺地債です。小規模治山事業、限
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度額１９００万円は、共栄受乞右の沢小規模治山事業に係る緊急自然災害防止対策事業債

です。農業水利施設等整備事業、限度額１２８０万円は、東泊津及び明和地区明渠排水整

備事業に係る緊急自然災害防止対策事業債です。道路整備事業、限度額１４３０万円は、

東泊津新冠線及び判官館１号線の道路排水改修等にかかる緊急自然災害防止対策事業債で

す。河川整備事業、限度額３３６０万円は、元神部川河床洗掘防止対策工事ほか４件にか

かる緊急自然災害防止対策事業債です。緊急浚渫推進事業、限度額２０５０万円は、比宇

川河道内整備工事ほか１件に係る緊急浚渫推進事業債です。東町避難階段補修事業、限度

額４９０万円は、東町避難階段照明設備等設置に係る緊急防災減災事業債です。公有林整

備事業、限度額１６１０万円は、町有林森林整備事業に係る国の予算等貸付け債です。臨

時財政対策債、限度額６７４万７千円は、地方交付税財源の不足を確保するために、国に

かわり町が発行する起債で、普通交付税決定時に同時決定されます。なお、起債の方法利

率償還の方法につきましては表に記載のとおりです。また本年度の地方債は合計４億１５

０４万７千円を限度として借入れを起こすものですが、このうち地方交付税で全額措置さ

れる臨時財政対策債をはじめ、８割が措置される辺地債、７割が措置される過疎債などを

精査しますと、実質的な一般財源は１億３８４１万円となっております。 

次に、事項別明細書、歳出より説明いたしますので、４０ページをお開きください。別

冊により予算説明資料を配付させていただいておりますので、説明につきましては予算区

分の目における、前年度比の増減が大きいもの理由を中心に行いますので御了承願います。

４０ページから４３ページになります。１款議会費、１項議会費、１目議会費７２５１万

２千円。前年度比４６８万２千円の減。議員報酬ほか議会運営費を計上しております。主

な減額は、議場設備購入代金償還完了により４２７万千円、議員共済費１６３万円となっ

ており、主な増額は、前年度更新した議事録作成支援システム購入代金償還金１１４万３

千円となっております。また、備荒資金を活用して委員会室のマイク設備一式を更新いた

します。４４ページから５７ページに移ります。２款総務費、１項総務管理費、１目一般

管理費４億６５０９万９千円、前年度比６１６０万７千円の増。職員人件費、一般事務費

のほか庁舎管理、ＯＡ機器・システム管理、ふるさと納税返礼品費などを計上しておりま

す。主な増額は、自治体情報システム標準化対応業務関連委託料８７３０万円、前年度更

新した庁舎内ネットワークサーバー購入代金償還金５３９万３千円、医療職等養成修学資

金貸付金３２０万４千円となっており、主な減額は、職員人件費４３３５万５千円となっ

ております。また、備荒資金を活用して災害時の移動式電源となる外部給電機能を有する

車両２台を購入いたします。５６ページから５７ページ。２目文書広報費１６６３万円、

前年度比４３２万３千円の増。広報紙発行、続・新冠町史発刊事業費などを計上しており

ます。主な増額は、続・新冠町史発刊事業に係る業務委託料３５２万円となっております。

５６ページから６１ページになります。３目財産管理費４２７５万７千円、前年度比７６

８万４千円の増。庁舎及び町有建物維持管理、公共施設用地借上、レ・コードパーク等維

持管理費などを計上しております。主な増額は、新規で旧ＪＲ鉄道用地ほか草刈り業務２
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０６万７千円、節婦旧町長公宅解体工事費３３３万３千円となっております。６０ページ

から６３ページに移ります。４目町有林造成管理費３７５０万円、前年度比２７７万３千

円の増。町有林の管理費を計上しております。主な増額は、新規で森林ＧＩＳシステム購

入費１６７万５千円となっております。６２ページから７１ページに移ります。５目企画

費５７６６万４千円、前年度比４３４万６千円の増。公共交通確保、定住移住促進、コミ

ュニティバス等の運行、朝日の森運営、光回線事業費などを計上しております。主な増額

は、新規で朝日の森運営事業６２３万千円となっており、主な減額は、地域コミュニティ

活動支援事業補助金１１３万３千円となっております。７０ページから７１ページに移り

ます。６目公平委員会費２万１千円は、公平委員３名に係る報酬等を計上しております。

７目交通安全対策費１７９万５千円、前年度比２７万１千円の減。交通安全推進委員会補

助金等を計上しております。７２ページから７３ページに移ります。８目諸費１３０６万

２千円、前年度比１０８万円の減。町政事務委託、街路灯補助事業などを計上しておりま

す。主な減額は、街路灯補助事業８７万５千円となっております。９目財政調整基金費２

３万８千円、前年度比１７９万円の減は、町有牧野土地売払収入１８５万円の減額、積立

金利子６万円の増額となっております。１０目減債基金費５５９万円、前年度比１５５万

５千円の増は、立木売払収入１５９万５千円の増額、積立金利子４万千円の減額となって

おります。７２ページから７５ページ。１１目ふるさとづくり基金費９８９２万９千円、

前年度比１３３万円の増は、寄附金２００万円の増額、奨学金貸付金元金収入５６万４千

円の増額、積立金利子１２万６千円の増額、町有牛受精卵売払１３６万円の減額となって

おります。７４ページから７５ページに移ります。１２目地域振興基金費６００万円は、

ピーマン選果施設整備事業貸付金収入を計上。７６ページから７９ページに移ります。２

項徴税費、１目税務総務費６５５０万３千円、前年度比５５６万４千円の増。職員人件費、

一般事務費、滞納整理機構負担金などを計上しております。主な増額は、人件費で人事異

動の差額３５１万８千円、新規で会計年度任用職員１名分２０４万８千円となっておりま

す。７８ページから８１ページに移ります。２目賦課徴収費６６３万４千円、前年度比２

００万３千円の増。税金収納、システム運用費などを計上しております。主な増額は、新

規で軽自動車関係手続電子化対応業務委託１５０万７千円となっております。８２ページ

から８５ページに移ります。３項戸籍住民基本台帳費、１目戸籍住民基本台帳費４０５４

万５千円、前年度比１６２４万９千円の増。職員人件費、戸籍電算化経費、マイナンバー

カード交付事務費などを計上しております。主な増額は、自治体情報システム標準化対応

業務委託等１２０２万３千円、マイナンバーカード交付事務費４５３万円となっておりま

す。８６ページから８７ページに移ります。４項選挙費、１目選挙管理委員会費３２万円、

前年度比１万５千円の増。選挙管理委員会委員３名分の報酬などを計上しております。北

海道知事・道議議員選挙費及び新冠町議会議員選挙費は、予算計上がありませんので廃目

です。８８ページから８９ページに移ります。５項統計調査費、１目指定統計調査費８９

万２千円、前年度比５６万６千円の増。学校基本調査ほか３件の調査費を計上しておりま
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す。主な増額は、農林業センサス調査員報酬等５８万７千円となっております。９０ペー

ジから９１ページに移ります。６項監査委員費、１目監査委員費１１１万９千円、前年度

比３万３千円の増。監査委員２名分の委員報酬などを計上しております。９２ページから

１０５ページに移ります。 

○議長（氏家良美君） 総務課長、昼食のため休止したいと思いますので、止めていただ

けますでしょうか。 

 昼食のため暫時休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時５２分 
再会 午後１２時５９分 

 
○議長（氏家良美君） 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

令和６年度一般会計予算の９２ページ、３款から説明をお願いいたします。 

佐藤総務課長。 

○総務課長（佐藤正秀君） ９２ページから１０５ページになります。３款民生費、１項

社会福祉費、１目社会福祉総務費５億１３４１万３千円、前年度比１４９４万３千円の減。

職員人件費、重度心身障害者等各医療給付費、障害者自立支援事業等各種福祉事業、子ど

も発達支援センター事業、アイヌ政策推進事業費などを計上しております。主な減額は、

更生医療給付費２４８６万３千円となっており、主な増額は、介護給付費１２６万５千円、

障害児通所給付費１２５万１千円、発達支援センター費１３８万３千円、アイヌ政策推進

事業３３２万９千円となっております。１０４ページから１０９ページに移ります。２目

老人福祉費２億３３３８万６千円、前年度比１８２４万９千円の増。ふれあい夕食、移送

サービス、高齢者等生活援助、日高中部広域連合負担金などを計上しております。主な増

額は、移送サービス１０５万８千円、高齢者等生活援助委託１１９万１千円、日高中部広

域連合負担金１５８４万５千円となっております。１０８ページから１０９ページに移り

ます。３目後期高齢者医療費１億３０１万４千円、前年度比１２０４万千円の減。主な減

額は、療養給付費負担金１２８６万６千円となっております。１０８ページから１１３ペ

ージに移ります。４目地域包括支援センター費４３７４万７千円、前年度比９０万９千円

の増。職員人件費、各種介護予防事業、認知症総合支援、生活支援体制整備事業などを計

上しております。主な増額は、人件費の２２７万２千円となっており、主な減額は、公用

車購入費１３４万２千円となっております。１１２ページから１１７ページに移ります。

５目老人福祉施設費３６７２万４千円、前年度比１１３万７千円の増。老人憩いの家、高

齢者共同生活施設の運営費などを計上しております。主な増額は、高齢者共同生活施設管

理業務６３万４千円、給食業務３０万９千円となっております。１１６ページから１１９

ページに移ります。６目社会福祉施設費６３４万１千円、前年度比８６万８千円の減。各

集会施設の維持管理費を計上しております。１１８ページから１２１ページに移ります。
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７目生活館費１１２７万千円、前年度比５８万７千円の増。生活館の維持管理費を計上し

ております。１２０ページから１２１ページに移ります。８目国民年金費３万９千円は、

事務費を計上しております。１２２ページから１２３ページに移ります。２項児童福祉費、

１目児童福祉総務費５万８千円は、第３期子ども子育て支援事業計画作成費を計上してお

ります。２目児童措置費５８２０万７千円、前年度比１２１万円の減。出産子育て応援給

付金事業及び児童手当支給費を計上しております。減額は、児童手当３３６万円となって

おり、増額は、出産子育て応援給付金２１５万千円となっております。１２２ページから

１２７ページに移ります。３目児童福祉施設費３０４９万７千円、前年度比６０３万７千

円の増。子ども子育て事業、児童館、子育て支援センター運営費などを計上しております。

主な増額は、施設型給付費６２８万千円となっております。１２８ページから１３１ペー

ジに移ります。４款衛生費、１項保健衛生費、１目保健衛生総務費６６６０万７千円、前

年度比４６万４千円の増。職員人件費、新ひだか町立静内病院婦人科運営負担金、保健セ

ンター管理費、不妊治療助成費などを計上しております。１３０ページから１３５ページ

に移ります。２目予防費３１６６万３千円、前年度比１２０万９千円の増。妊娠期・出産

時支援、各種健診、伝染病予防接種事業費などを計上しております。主な増額は、乳幼児

健診事業、弱視対応屈折検査機器購入１５４万千円となっております。１３６ページから

１３９ページに移ります。３目環境衛生費１６８２万４千円、前年度比１２２２万７千円

の減。霊園・霊葬場管理、合併処理浄化槽設置整備、空き家対策推進費などを計上してお

ります。主な減額は、コタン空間整備事業費１４１３万５千円となっております。１４０

ページから１４１ページに移ります。４目診療所費１億４６９９万５千円、前年度比１５

５万１千円の増は、繰出金で、国保診療所特別会計で説明いたします。１４２ページから

１４３ページに移ります。２項清掃費、１目清掃総務費１億９６３３万２千円、前年度比

１７６千円の減。日高中部衛生施設組合負担金、ゴミ収集運搬費などを計上しております。

１４４ページから１４５ページに移ります。３項水道費、１目地区水道費５２９万５千円、

前年度比１５万９千円の増。地区水道管理費を計上しております。２目簡易水道費１億５

０１万３千円、前年度比１０６７万５千円の増は繰出金で、簡易水道事業特別会計で説明

いたします。１４６ページから１４７ページに移ります。５款農林水産業費、１項農業費、

１目農業委員会費２４６５万２千円、対前年比１８万８千円の増。職員人件費、農業委員

報酬などを計上しております。１４８ページから１５３ページに移ります。２目農業総務

費６４７１万１千円、前年度比４０８万千円の増。職員人件費、農業支援員派遣、地域担

い手育成総合支援協議会ほか各種補助金などを計上しております。主な増額は、職員人件

費１５４万５千円、地域担い手育成総合支援協議会等補助金２４０万円、就農施設等整備

補助金１２５万円、経営発展支援事業補助金３７５万円となっており、主な減額は、農業

支援員事業３９３万円、農業後継者親元就農奨励金１００万円となっております。１５２

ページから１５５ページに移ります。３目農業振興費１億８６７２万６千円、前年度比７

９３４万９千円の増。職員人件費、道営土地改良事業、農業用施設維持管理等事業、緊急
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自然災害防止対策事業などを計上しております。主な増額は、道営土地改良事業８４２６

万５千円となっており、主な減額は、農業用施設維持管理等事業１７６万５千円、緊急自

然災害防止対策事業３３６万６千円となっております。１５４ページから１５７ページに

移ります。４目畜産業費１６６８万５千円、前年度比１４６万千円の減。酪農ヘルパー事

業ほか各種補助、受精卵移植、軽種馬市場上場促進事業補助金などを計上しております。

主な減額は、和牛育種協議会補助金１２１万９千円、受精卵移植事業補助金３７万７千円

となっております。１５６ページから１６５ページに移ります。５目牧野管理費１億８１

２万８千円、前年度比２７１万９千円の増。職員人件費、預託牛、町有牛、和牛センター

の管理費を計上しております。増額は、預託牛管理費１２９５万９千円となっており、減

額は、町有牛管理費３８８万６千円、和牛センター管理費４０４万４千円、共同草地売却

用地確定測量費２３１万円となっております。１６６ページから１６９ページに移ります。

２項林業費、１目林業振興費５６３２万４千円、前年度比５８１万円の増。職員人件費、

有害鳥獣駆除、民有林振興対策費などを計上しております。主な増額は、有害鳥獣駆除対

策事業４１１万９千円、民有林振興対策１４６万２千円となっております。１６８ページ

から１７１ページに移ります。２目林道費７６５万３千円、前年度比３７６万１千円の減。

林道維持費などを計上しております。主な減額は、林道修繕料８５８万１千円となってお

り、主な増額は、林道維持補修工事４０３万７千円となっております。１７０ページから

１７１ページに移ります。３目治山費３４８０万１千円、前年度比９６４万７千円の増。

治山事業、小規模治山事業費を計上しております。主な増額は、治山事業４４万１千円、

小規模治山事業９２１万５千円となっております。１７０ページから１７３ページに移り

ます。４目森林公園費１１５７万４千円、前年度比７３万２千円の増。判官館森林公園管

理費などを計上しております。主な増額は、森林公園管理作業委託料７５万５千円となっ

ております。１７４ページから１７５ページに移ります。３項水産業費、１目水産業振興

費１７１９万８千円、前年度比２４万２千円の減。職員人件費、水産多面的機能発揮対策

事業負担金ほか各種補助金などを計上しております。１７６ページから１７７ページに移

ります。６款商工費、１項商工費、１目商工業振興費１２３７万３千円、前年度比５万２

千円の増。商工業振興事業補助金などを計上しております。１７６ページから１８３ペー

ジに移ります。２目観光費３億９７９万円、前年度比１億７９８８万円の増。職員人件費、

乗馬施設、道の駅、新冠温泉、西泊津ヒルズパークの管理運営費などを計上しております。

主な増額は、乗馬施設指定管理料１０６７万６千円、乗馬クラブ移転工事１億６３０万４

千円、道の駅第二駐車場拡張工事１８５０万円、ふるさと祭り補助金２００万円、新冠温

泉施設指定管理料２０９万５千円、温泉揚湯装置揚管点検業務委託３９６８万８千円、温

泉本館共用部内装更新工事ほか２６３３万４千円となっており、主な減額は、観光協会補

助金６７万円、温泉本館客室内装更新工事ほか２６２５万７千円となっております。１８

４ページから１８５ページに移ります。７款土木費、１項道路橋梁費、１目道路橋梁総務

費６６１万８千円、前年度比４１万円の増。道路台帳管理業務、地籍図簿等土地移動整理
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業務委託費などを計上しております。１８４ページから１８７ページ。２目道路維持費７

２７８万５千円、前年度比４５６万９千円の増。車両管理、町道維持補修、緊急自然災害

防止対策事業などを計上しております。主な増額は、緊急自然災害防止対策事業６６５万

５千円となっており、主な減額は、町道維持補修費２２６万６千円となっております。１

８６ページから１８９ページに移ります。３目道路新設改良費７０６６万８千円、前年度

比１４３３万１千円の減。職員人件費、道路改良舗装、橋梁長寿化修繕事業費などを計上

しております。主な減額は、橋梁長寿命化修繕調査設計業務委託料２１００万円となって

おり、主な増額は、水道管移設補償費５００万円となっております。１９０ページから１

９１ページに移ります。２項河川費、１目河川総務費６４３１万３千円、前年度比２３６

２万９千円の増。河川維持整備事業、緊急浚渫推進事業、緊急自然災害防止対策事業など

を計上しております。主な増額は、緊急浚渫推進事業１０９１万２千円、緊急自然災害 防

止対策事業１３５５万２千円となっております。１９２ページから１９３ページに移りま

す。３項住宅費、１目住宅管理費２２５５万９千円、前年度比２７９万９千円の増。公営

住宅維持管理、住宅リフォーム助成事業費を計上しております。主な増額は、北海道自治

体情報システム協議会負担金３１３万８千円となっております。１９４ページから１９５

ページに移ります。２目住宅建設費３３９５万７千円、前年度比１２９０万７千円の減。

職員人件費、公営住宅改修工事費などを計上しております。減額は、公営住宅改修工事１

４２６万７千円となっており、増額は、職員人件費６４万５千円、公営住宅外部改修耐力

度調査７１万５千円となっております。１９６ページから１９７ページに移ります。４項

下水道費、１目下水道整備費１億８７１万２千円、前年度比２８２万６千円の減は繰出金

で、下水道事業特別会計で説明いたします。１９８ページから１９９ページに移ります。

８款消防費、１項消防費、１目常備消防費２億３９９９万９千円、前年度比３０６６万円

の増。日高中部消防組合本部経費及び新冠支署経費を計上しております。主な増額は、支

署経費負担金で大型水槽車購入事業６８６２万８千円となっており、主な減額は、支署経

費負担金で高規格救急自動車購入事業３７９８万４千円となっております。１９８ページ

から２０１ページ。２目災害対策費８５５９万５千円、前年度比６９５７万１千円の増。

災害情報等一斉送信システム、防災無線、東町避難階段付属施設設置工事、節婦地区津波

避難タワー建設事業などを計上しております。主な増額は、東町避難階段付属施設設置工

事４９９万４千円、防災行政無線設備バッテリー交換３１５万８千円、津波避難タワー建

設事業６４２７万８千円となっており、主な減額は、東町避難階段補修工事４２７万９千

円となっております。２０２ページから２０３ページに移ります。９款教育費、１項教育

総務費、１目教育委員会費１８９万７千円。教育委員の報酬等の経常経費を計上しており

ます。２０２ページから２０９ページ。２目事務局費１億３０７１万９千円、前年度比１

５６８万２千円の減。職員人件費、学力・体力向上支援、学校教育振興補助、奨学金貸付、

外国語指導助手、高校生通学支援費などを計上しております。主な減額は、職員退職手当

組合負担金２１５１万５千円、学校統合推進事業８７万２千円となっており、主な増額は、
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職員人件費３２８万１千円、小学校教師用指導書購入３１７万１千円となっております。

２０８ページから２１１ページ。３目住宅費１２１万円、前年度比２６万２千円の減。教

員住宅維持管理費を計上しております。２１０ページから２１１ページ。４目児童生徒輸

送費５３２５万８千円、前年度比１６５万７千円の増。スクールバスの運行経費を計上し

ております。主な増額は、燃料費８８万１千円、修繕料５７万８千円となっております。

２１２ページから２１５ページに移ります。２項小学校費、１目学校管理費５８７７万２

千円、前年度比２３８７万３千円の減。職員人件費、小学校施設維持管理費などを計上し

ております。主な減額は、朝日小学校閉校に伴う燃料費等需用費５９５万円、各種委託料

３０９万９千円、使用料等１２５万円、新冠小学校駐車場整備工事１１３０万８千円とな

っております。２１６ページから２１７ページに移ります。２目教育振興費３４２万１千

円、前年度比１２万５千円の増。教育資機材及び就学援助費を計上しております。２１８

ページから２２３ページに移ります。３項中学校費、１目学校管理費４９３３万１千円、

前年度比６２６万６千円の増。職員人件費、中学校施設維持管理費などを計上しておりま

す。主な増額は、職員人件費３６４万円、燃料地下タンク工事３５７万５千円となってお

ります。２２２ページから２２３。２目教育振興費２０７万８千円、前年度比３２万５千

円の増。教育資機材及び就学援助費を計上しております。２２４ページから２２９ページ

に移ります。４項認定こども園費、１目認定こども園費２億３７９３万３千円、前年度比

６４３万１千円の増。職員人件費、こども園施設維持管理運営費を計上しております。主

な増額は、職員人件費５２７万７千円、エアコン購入費５８万１千円となっております。

２３０ページから２３７ページに移ります。５項社会教育費、１目社会教育総務費８７８

４万４千円、前年度比２６４万２千円の増。職員人件費、プラスワンセミナー、各種団体

補助、音楽体験交流事業などを計上しております。主な増額は、職員人件費３１９万千円

となっております。２３６ページから２４３ページに移ります。２目レ・コード館事業推

進費９１７６万９千円、前年度比２６４万７千円の増。職員人件費、レ・コード館施設維

持管理費、レ・コードプラザ運営費、自主企画運営委員会補助金などを計上しております。

主な増額は、職員人件費５７８万８千円、レ・コード館冷却塔分解整備４８２万９千円、

展望塔監視カメラ及び人型ロボット配置１４６万８千円となっており、主な減額は、レ・

コード館内ポンプ更新及び空調機コイル交換４３５万６千円、舞台吊物ワイヤー交換５６

３万２千円となっております。２４２ページから２４７ページに移ります。３目図書費１

６３０万９千円、前年度比１１０万５千円の増。職員人件費、図書プラザ事業、図書購入

費などを計上しております。主な増額は、職員人件費１５３万４千円となっております。

２４６ページから２５１ページに移ります。４目青少年育成費１４９０万９千円、前年度

比２２万５千円の増。青年団体等補助金、少年国内研修交流事業、放課後子どもプラン事

業などを計上しております。２５０ページから２５３ページに移ります。５目郷土資料館

費１５６万８千円、前年度比２５万５千円の減。資料館施設管理費、ふるさと歴史伝承活

性化事業などを計上しております。２５２ページから２５５ページに移ります。６目青年
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の家費１０８５万６千円、前年度比２０３万８千円の増。会計年度任用職員人件費、施設

維持管理費などを計上しております。主な増額は、職員人件費６６万８千円、各種委託料

３９万円、芝刈り機等購入費８６万８千円となっております。２５４ページから２５５ペ

ージに移ります。７目町民センター費６５９万１千円、前年度比３９万２千円の増。町民

センター施設維持管理費などを計上しております。２５６ページから２５９ページに移り

ます。６項保健体育費、１目保健体育総務費３４５９万５千円、前年度比８６９万９千円

の減。職員人件費、町民スポーツ教室事業、社会体育団体補助金などを計上しております。

主な減額は、乗馬連盟補助金の組み替えにより１００３万２千円となっており、主な増額

は、職員人件費１６６万８千円、各種委託料４０万９千円となっております。２５８ペー

ジから２６３ページに移ります。２目体育施設費１２４７万９千円、前年度比１７３万３

千円の減。スポーツセンター、町民グランド、節婦体育館の維持管理費などを計上してお

ります。主な減額は、テニスコート管理費２２万８千円、スポーツセンター窓撤去工事１

３３万１千円、スコアボード修繕費２７万３千円となっております。２６４ページから２

６５ページに移ります。７項学校給食費、１目学校給食費６３１０万６千円、前年度比１

８万６千円の減。給食材料費、業務委託料などを計上しております。２６６ページから２

６７ページに移ります。１０款災害復旧費、１項公共土木施設災害復旧費、１目現年発生

災害復旧費５千円、前年度比３５万１千円の減。北海道防災協会負担金を計上しており、

前年度発生の災害が無かったことから特別負担金が減額となっております。２６８ページ

から２６９ページに移ります。１１款公債費、１項公債費、１目元金６億７７５９万円、

前年度比８５７万３千円の増は、本年度の起債償還に係る元金を計上しております。２目

利子１３７０万４千円、前年度比１９万６千円の減は、起債償還等に係る利子を計上して

おります。２７０ページに移ります。１２款予備費、１項予備費、１目予備費３００万円

は、前年度と同額を計上しております。 

次に、歳入に入りますので、１２ページをお開き願います。説明について、町税等の主

だったものにつきましては、算定方法を述べ、それ以外につきましては、基本的に歳出と

一対になっておりますことから、予算金額のみ読み上げますので、内容は説明欄でご確認

願います。１２ページから１３ページ。１款町税、１項町民税、１目個人２億５３４９万

６千円、令和５年度課税実績及び変動見込率を用いて算出。２目法人５１５１万９千円、

令和５年度課税実績及び平均伸び率を用いて算出。２項固定資産税、１目固定資産税３億

１５５２万円、土地は３年に１度の評価替えのため変動割合を用い、家屋は評価替えの影

響額や前年度の増減を精査、償却資産は過去７年平均取得額と残存率を用い、大規模償却

資産は対前年平均率を用いて算出。２目国有資産等所在市町村交付金及び納付金８５８万

８千円、関係機関からの通知に基づき計上。３項軽自動車税、１目軽自動車税１７６５万

６千円、令和５年１０月現在の登録台数から算出。２目環境性能割１６３万円、令和５年

１０月までの直近１年間の実績に基づき算出。４項市町村たばこ税、１目市町村たばこ税

３３９４万５千円、令和５年度タバコ本数の実績見込から算出。５項入湯税、１目入湯税
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１１９３万９千円、令和５年度入浴者数実績見込により算出。２款地方譲与税、１項地方

揮発油譲与税、１４ページから１５ページに移り、１目地方揮発油譲与税１９１０万円、

地方財政計画、以後、地財計画と申し上げます、により令和５年度決算見込額の９９．５％

で算定。２項自動車重量譲与税、１目自動車重量譲与税６１４０万円、地財計画等により

令和５年度決算見込額の１０４．８％で算定。３項森林環境譲与税、１目森林環境譲与税

７４２万円、日高振興局からの通知に基づき算定。３款利子割交付金、１項利子割交付金、

１目利子割交付金２０万円、地財計画等により令和５年度決算見込額の９３．４％で算定。

４款配当割交付金、１項配当割交付金、１目配当割交付金１７０万円、令和５年度決算見

込額に過去の実績から８６．９％で算定。５款株式等譲渡所得割交付金、１項株式等譲渡

所得割交付金、１目株式等譲渡所得割交付金２４０万円、地財計画等により令和５年度決

算見込額の１４８％で算定。６款法人事業税交付金、１項法人事業税交付金、１目法人事

業税交付金１０９０万千円、令和５年度決算見込額の１０４．３％で算定。７款地方消費

税交付金、１項地方消費税交付金、１目地方消費税交付金１億３６４０万円、令和５年度

決算見込額の９７．１％で算定。８款環境性能割交付金、１項環境性能割交付金、１目環

境性能割交付金７６０万円、過去の実績を踏まえ、令和５年度決算見込額と同額を計上。

９款地方特例交付金、１項地方特例交付金、１６ページから１７ページに移り、１目地方

特例交付金２３０万千円、過去の実績を踏まえ、令和５年度決算見込額と同額を計上。１

０款地方交付税、１項地方交付税、１目地方交付税２７億８８００万円、普通交付税は、

地財計画等や過去の実績を踏まえ、前年度予算額と同額を計上。特別交付税は、令和５年

度決算見込額と同額を計上。１１款交通安全対策特別交付金、１項交通安全対策特別交付

金、１目通安全対策特別交付金７０万円、地財計画等により令和５年度決算見込額の９４．

４％で算定。１２款分担金及び負担金、１項負担金、１目民生費負担金１１４万９千円、

２目教育費負担金３５１万５千円、１３款使用料及び手数料、１項使用料、１目総務使用

料３１万３千円、２目民生使用料１８６万９千円、３目衛生使用料８９万１千円、１８ペ

ージから１９ページに移ります。４目農林水産業使用料９５１万６千円、５目商工使用料

１３１万２千円、６目土木使用料７３５０万９千円、７目教育使用料２４８万７千円、２

項手数料、１目総務手数料２６６万６千円。２０ページから２１ページに移ります。２目

民生手数料５３２万円、３目衛生手数料１６０３万７千円、４目農林水産業手数料１１万

６千円、５目土木手数料１千円は科目存置。１４款国庫支出金、１項国庫負担金、１目民

生費国庫負担金１億８５２８万３千円、２目衛生費国庫負担金２０万２千円、２項国庫補

助金、１目総務費国庫補助金、２３ページに亘ります、１億２４４７万９千円となってお

ります。２２ページから２３ページに移ります。２目民生費国庫補助金１８９２万５千円、

３目衛生費国庫補助金１１０万８千円、４目土木費国庫補助金２９７６万６千円、５目消

防費国庫補助金４０２０万千円、６目教育費国庫補助金１２万８千円、３項国庫委託金、

１目総務費国庫委託金２５万４千円、２目民生費国庫委託金２３５万９千円。１５款道支

出金、２５ページに亘ります。１項道負担金、１目民生費道負担金１億１４４１万３千円、
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２項道補助金、１目総務費道補助金２３６４万９千円、２目民生費道補助金３０６３万円、

２６ページから２７ページに移ります。３目衛生費道補助金８６万６千円、４目農林水産

業費道補助金４９３２万３千円、５目消防費道補助金１３０万円、６目教育費道補助金３

７万５千円、３項道委託金、１目総務費道委託金８８６万５千円、２目衛生費道委託金１

３万１千円、３目農林水産業費道委託金１６７万円は、２９ページに亘ります。２８ペー

ジから２９ページに移ります。４目商工費道委託金１千円は存置、５目土木費道委託金１

１２万円。１６款財産収入、１項財産運用収入、１目財産貸付収入１９５４万３千円、２

目利子及び配当金９８万８千円、３０ページから３１ページに移ります。２項財産売払収

入、１目物品売払収入４６５０万７千円、不動産売払収入予算計上がありませんので廃目

でございます。１７款寄附金、１項寄附金、１目一般寄附金１千円は科目存置。２目指定

寄附金１億１００万円。１８款繰入金、１項基金繰入金、１目ふるさとづくり基金繰入金

２億６６５１万８千円、令和５年度に寄付のありました、ふるさと納税の積立金１億５５

６６万円、一般寄付２３７万６千円を歳出の各事業に充当すべく繰入れております。その

他として、町有牧野事業３５５８万８千円、道の駅第２駐車場整備工事１８５０万円、新

冠温泉施設管理運営事業４０００万円、奨学金 貸付事業１１２８万円、漁業者漁具整備事

業補助金１２０万円、野菜促成栽培施設整備事業補助金１９１万４千円に充当しておりま

す。２目減債基金繰入金９２２万円は、公債費の内、公有林整備事業債に係る元利償還金

に繰入れるもの。３目財政調整基金繰入金１億４２７万６千円は、乗馬施設移転補償費４

３９８万５千円及び財源不足分６０２９万１千円を繰入れるもの。１９款繰越金、１項繰

越金、１目繰越金３千万円は、前年度と同額を計上。２０款諸収入、１項延滞金加算金及

び過料は、それぞれ科目存置。２項預金利子、１目預金利子５万円、３項貸付金元利収入、

１目アイヌ住宅改良等資金貸付金利収入３３０万２千円、３２ページから３３ページに移

ります。２目北海道労働金庫貸付金元金収入３００万円、３目農業振興資金貸付金収入６

００万円、４目奨学金貸付金元金収入１１１４万８千円、法外援護資金貸付金収入予算計

上がありませんので廃目となります。４項雑入、１目滞納処分費から３目違約金及び延納

利息までは、科目存置。４目宝くじ交付金収入４０４万円、５目雑入９３５８万６千円、

３５ページに亘ります。前年度比４２９０万１千円の増で、前年度と比較して大きく増額

となったものは、３５ページの説明欄３２番、退職手当組合精算還付金４５０２万４千円

であります。３４ページから３５ページ、５項受託事業収入、１目受託事業収入６６６１

万１千円。２１款町債、１項町債、３６ページから３９ページに移ります。１目総務債か

ら７目臨時財政対策債までの各町債は、７ページ、第３表地方債で説明のとおりですので、

省略させて頂きます。 

以上、議案第２３号、令和６年度新冠町一般会計予算の提案内容を説明させていただき

ました。御審議賜り原案のとおり御決定くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（氏家良美君） 提案理由の説明が終わりました。 
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◎日程第４ 議案第２４号～日程第５ 議案第２５号 

○議長（氏家良美君） 日程第４、議案第２４号、令和６年度新冠町国民健康保険特別会

計事業勘定予算、日程第５、議案第２５号、令和５年度新冠町後期高齢者医療特別会計予

算、以上２件を一括議題といたします。 

提案理由の説明を求めます。 

島田保健福祉課長。 

○保健福祉課長（島田和義君） 議案第２４号、令和６年度新冠町国民健康保険特別会計

事業勘定予算について、提案理由を申し上げます。 

令和６年度新冠町国民健康保険特別会計事業勘定の予算を次のとおり定めようとするも

のです。歳入歳出予算、第１条、歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ８億１９６８万

８千円と定めるものです。第２項歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、

第１表歳入歳出予算によるものとします。一時借入金、第２条、地方自治法第２３５条の

３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は５００万円と定めるものです。歳出

予算の流用、第３条、地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定めます。第１号保険給付

費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各

項の間の流用とします。 

それでは事項別明細書の歳出から説明いたしますので２９５ページから２９６ページを

お開き下さい。歳出の説明につきましては、予算区分の目における前年度比の増減理由を

中心に行いますのでご了承願います。１款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費２７

０万４千円、前年度比１１６万２千円の増。国保会計における事務費を計上しております。

主な増額は、１２節委託料、マイナ保険証対応システム改修業務委託料１０７万円で、マ

イナンバーカードと健康保険証の一本化に伴い、新たに交付する資格確認書等を作成する

ためのシステム改修になります。２目連合会負担金３１８万７千円、前年度比２６２万２

千円の減。国保連合会への負担金を計上しており、減額となったのは前年度に計上した第

３期データヘルス計画の策定費用２０９万円の減額が主な理由でございます。２９７ペー

ジから２９８ページに移ります。２項１目ともに運営協議会費１２万５千円、前年度比１

万５千円の減。国保運営協議会に係る事務費を計上しております。主な減額は、国保運営

協議会の委員数が９名から８名に減員となったことによる報酬の減であります。２９９ペ

ージから３００ページに移ります。３項１目ともに趣旨普及費１万４千円、前年度比３千

円の増。国保制度の趣旨普及用パンフレット等の購入に係る経費を計上しております。３

０１ページから３０２ページに移ります。２款保健普及費、１項療養諸費、１目療養給付

費３億５６５４万円、前年度比１３４６万円の減。療養給付費に係る保険者負担額を計上

しており、本年度予算額は過去５年間の療養給付費の実績額をもとに算出いたしました。

被保険者数を１２９４人、１人当たり保険者負担額を２７万５５３３円で見込みました。

２目療養費３０２万３千円、前年度比２７万１千円の減。柔道整復施術料や補装具の給付
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など療養費に係る保険者負担額を計上しており、本年度予算額は過去５年間の療養費実績

額をもとに算出いたしました。３目審査支払手数料１０１万５千円、前年度比１千円の減。

審査支払事務手数料は前年同額、レセプト電算処理システム手数料は実績見込みにより１

千円減額しております。３０３ページから３０４ページに移ります。２項１目ともに高額

療養費５４９７万６千円、前年度比７５万６千円の増。高額療養費に係る保険者負担額を

計上しており、過去５年間の高額療養費実績額をもとに算出いたしました。２目高額介護

合算療養費１０万円、前年同額です。医療保険と介護保険の自己負担合算額が限度額を超

えた場合に支給されるものになります。３０５ページから３０６ページに移ります。３項

１目ともに移送費１千円は科目存置です。３０７ページから３０８ページに移ります。４

項出産育児諸費、１目出産育児一時金１５０万円、前年度比１００万円の減。出産育児一

時金は１件当たり５０万円で、過去５年間の実績をもとに３件分を計上しております。２

目支払手数料１千円、前年度比１千円の減。出産育児一時金支払手数料を計上しておりま

す。３０９ページから３１０ページに移ります。５項葬祭諸費、１目葬祭費３０万円、前

年度比３万円の減。葬祭費は１件当たり３万円で、過去５年間の実績をもとに１０件分を

計上しております。３１１ページから３１２ページに移ります。傷病手当金は廃項です。

３１３ページから３１４ページへ移ります。３款国民健康保険事業費納付金、１項医療費

給付費分、１目一般被保険者医療給付費分１億８６１７万２千円、前年度比８万１千円の

減。医療給付費分として北海道に収める納付金で、北海道からの通知に基づき計上してお

ります。退職被保険者等医療給付費分は廃目です。３１５ページから３１６ページに移り

ます。２項後期高齢者支援金等分、１目一般被保険者後期高齢者支援金等分５８０１万１

千円、前年度比１４２万８千円の増。後期高齢者支援金等分として北海道に収める納付金

で、北海道からの通知に基づき計上しております。３１７ページから３１８ページに移り

ます。３項１目ともに介護納付金分２１３２万２千円、前年度比６９万円の減。介護納付

金分として北海道に収める納付金で、北海道からの通知に基づき計上しております。３１

９ページから３２０ページに移ります。４款保健事業費、１項１目ともに特定健康診査等

事業費２５１万４千円、前年度比３４２万８千円の減、特定健康診査に係る事業費として、

４０歳以上７５歳未満の被保険者９５９人のうち、受診率を３２％、３０７人の受診を見

込み、かかる経費を計上しております。主な減額は委託料で、前年度に本科目で計上して

おりました特定健診受診率向上支援事業費に係る予算を、２項保健事業費に移行したこと

によるものです。３２１ページから３２２ページに移ります。２項保健事業費、１目保健

衛生普及費４８４万９千円、前年度比１万７千円の減、医療費の適正化に向けた事業費を

計上しており、１８節道国保連合会負担金には、国保連合会との共同事業による、特定健

診受診率向上事業や、みなし健診の推進事業、医療費抑制のための重複・多剤服薬者への

適正服薬の指導等にかかる予算を計上しております。なお、先ほど説明しましたとおり、

特定健診受診率向上支援事業を本科目に移行しましたので、本科目の予算が増額になると

ころではありますが、科目内には前年度に完了した事業の減額もございますので、全体と
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して前年度比１万７千円の減となったものであります。３２３ページから３２４ページに

移ります。５款１項ともに公債費、１目利子１千円は科目存置です。３２５ページから３

２６ページに移ります。６款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目一般被保険者保

険税還付金１００万円。国保税の更正決定に伴う還付金で、過去５年間の実績をもとに計

上しております。２目償還金２千円、国・道負担金補助金の精算返納に係る科目存置です。

３２７ページから３２８ページに移ります。２項１目ともに延滞金１千円は科目存置です。

３２９ページから３３０ページに移ります。３項診療報酬支払基金委託金、１目利子１千

円は科目存置です。３３１ページから３３２ページに移ります。４項繰出金、１目直営診

療施設勘定繰出金１億２１３２万９千円、前年度比１２３６万９千円の減。国保診療所特

別会計で説明いたします。３３３ページから３３４ページに移ります。７款１項１目とも

に予備費１００万円、前年同額の計上です。３３５ページから３３６ページに移ります。

共同事業拠出金は退職被保険者に係る費用で廃款です。 

続きまして、歳入の説明をいたしますので２８９ページから２９０ページをお開き下さ

い。１款１項国民健康保険税、１目一般被保険者国民健康保険税１億８０７３万１千円、

医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の現年課税分、滞納繰越分をそれぞれ

を節ごとに計上しておりますが、現年課税分は調定見込み額の９８％、滞納繰越分は滞納

繰越見込額の１３．５％を計上しております。２款使用料及び手数料、１項手数料、１目 

督促手数料５万円は前年同額で計上。３款道支出金、１項道負担金、１目保険給付費等交

付金５億６３４７万６千円、１節保険給付費等普通交付金４億１７２１万５千円は、歳出

で計上の保険者が負担する保険給付費に対し交付されるもの。２９１ページから２９２ペ

ージに移ります。２節保険給付費等特別交付金１億４６２６万１千円のうち、保険者努力

支援分７５７万円は、特定健診受診率向上対策に対する交付金等、特別調整交付金１億２

３２７万５千円は国保診療所に対する交付金等、都道府県２号分繰入金１４４１万３千円

は北海道の算定に基づく計上、特定健康診査等負担金１００万３千円は特定健診に対する

交付金です。５款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金３６２８万８千円、１

節保険基盤安定繰入金３５０６万３千円は保険税軽減分に係る繰入れで、５年度決算見込

額により計上、２節未就学児均等割保険料繰入金２２万１千円は未就学児の均等割軽減分

に対する繰入れで５年度決算見込額により計上、３節産前産後保険料繰入金３千円は、産

前産後期間の保険税減額分に対する繰入金、４節その他一般会計繰入金１００万１千円の

うち、国保安定化支援事業分１千円は科目存置、出産育児一時金補助３分の２分１００万

円は３件の出産を見込み計上しました。２項１目ともに基金繰入金３７８０万円、歳入不

足額を基金から繰入れるものです。６款１項１目繰越金１００万円、５年度決算見込額に

より計上しました。７款諸収入、１項延滞金加算金及び過料、１目一般被保険者延滞金１

０万円は前年同額で計上。２項雑入、２９３ページから２９４ページに移ります。１目滞

納処分費１千円は科目存置。２目一般被保険者第三者納付金２４万円は前年同額で計上。

３目一般被保険者返納金１千円は科目存置です。国庫支出金は廃款です。以上が、議案第
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２４号、令和６年度。すみません、飛ばしたところあります。２９１ページ、４款、４款

の部分です。４款財産収入、１項財産運用収入、１目利子及び配当金１千円は科目存置で

す。申し訳ございません。 

以上が、議案第２４号、令和６年度新冠町国民健康保険特別会計事業勘定予算の提案理

由でございます。御審議を賜り原案どおり御決定くださいいただきますようよろしくお願

いいたします。 

続きまして、議案第２５号の提案理由を説明いたしますので、３３７ページをお開きく

ださい。 

議案第２５号、令和６年度新冠町後期高齢者医療特別会計予算について、提案理由を申

し上げます。 

令和６年度新冠町後期高齢者医療特別会計の予算を次のとおり定めようとするものです。

歳入歳出予算、第１条、歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ９３３２万２千円と定め

るものです。第２項歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、第１表歳入歳

出予算によるものとします。一時借入金、第２条、地方自治法第２３５条の３第２項の規

定による一時借入金の借入れの最高額は５００万円と定めるものです。 

それでは、事項別明細書の歳出から説明いたしますので３４５ページから３４６ページ

をお開き下さい。歳出の説明につきましては、予算区分の目における前年度比の増減理由

を中心に行いますのでご了承願います。１款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費５

６万５千円、前年度比２万７千円の減。本会計の事務費を計上しております。３４７ペー

ジから３４８ページに移ります。２款１項１目ともに後期高齢者医療広域連合納付金９２

５５万７千円、前年度比４６５万４千円の増。後期高齢者広域連合への納付金を計上して

おり、事務費負担金は広域連合へ負担する事務費分、保険料負担金は被保険者が負担する

保険料分、保険基盤安定分負担金は保険料の軽減分に係る負担金になります。増額となり

ましたのは、保険料負担金で３８０万１千円の増、保険基盤安定分負担金で１１５万４千

円の増。いずれも広域連合からの通知により計上しております。３４９ページから３５０

ページに移ります。３款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目保険料還付金、１０

万円。前年同額で計上しております。３５１ページから３５２ページに移ります。４款１

項１目ともに予備費１０万円、前年同額で計上しております。 

続きまして、歳入の説明をいたしますので３４３ページから３４４ページをお開き下さ

い。１款１項ともに後期高齢者医療保険料、１目特別徴収保険料４０５２万５千円及び２

項普通徴収保険料２７０１万７千円は、いずれも被保険者から徴収させていただく保険料

になります。広域連合の試算により当町へ通知された保険料総額は６７５４万１千円で、

このうち６割を特別徴収分、４割を普通徴収分に振り分け、収納率１００％を見込み、計

上しております。なお、滞納繰越分は科目存置です。２款使用料及び手数料、１項手数料、

１目督促手数料１千円は科目存置です。３款繰入金、１項一般会計繰入金、１目事務費繰

入金４１２万７千円は、広域連合に納付する事務費負担金３４６万５千円及びその他事務
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費分として６６万２千円の合計額となっております。２目保険基盤安定繰入金２１５４万

９千円は、保険料の軽減分に係る繰入金で、広域連合からの通知により計上しております。

４款１項１目ともに繰越金１千円は前年同額で計上。５款諸収入、１項延滞金加算金及び

過料、１目延滞金１千円は科目存置。２項償還金及び還付加算金、１目保険料還付金１０

万千円は前年同額。３項１目ともに雑入１千円は科目存置です。 

以上が、議案第２５号、令和６年度新冠町後期高齢者医療特別会計予算の提案理由でご

ざいます。ご審議を賜り原案どおりご決定頂きますようよろしくお願いいたします。 

○議長（氏家良美君） 暫時休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時００分 
再会 午後 ２時１０分 

 

○議長（氏家良美君） 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

 

◎日程第６ 議案第２６号 

○議長（氏家良美君） 日程第６、議案第２６号、令和６年度新冠町介護サービス特別会

計事業勘定予算を議題といたします。 

提案理由の説明を求めます。 

竹内老人ホーム所長。 

○特別養護老人ホーム所長（竹内修君） 議案第２６号、令和６年度新冠町介護サービス

特別会計事業勘定予算について、提案理由の説明を申し上げます。 

議案第２６号、令和６年度新冠町介護サービス特別会計事業勘定予算について提案理由

の説明を申し上げます。令和６年度新冠町介護サービス特別会計事業勘定予算を次のとお

り定めようとするものです。第１条、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３億４５７

万４千円と定めようとするものです。第２項歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごと

の金額は、第１表、歳入歳出予算によるものです。第２条、一時借入金、地方自治法第２

３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は５００万円と定めようとす

るものです。 

事項別明細書の歳出から説明申し上げますので、３６３ページから３６４ページをお開

きください。１款総務費、１項一般管理費、１目施設介護サービス事業費２億６５２２万

２千円は、特別養護老人ホームの運営に係る経費で、前年度比３２万１千円の増加となっ

ています。以下、説明欄に記載の節ごとに主なものを説明申し上げます。１節報酬から４

節共済費までは正職員２２名、フルタイム会計年度任用職員５名、パートタイム会計年度

任用職員２名にかかる人件費。１０節需用費４５４６万２千円は、施設の運営管理費及び

入所者に係る経費となっております。３６５ページ、３６６ページをお開きください。１

１節役務費２１８万７千円のうち、手数料１５７万円は、年１回実施しております施設内
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カーテンクリーニング料、年６回実施する厨房排水管清掃、年１回実施の一般浴槽循環回

路高圧洗浄等に係る手数料、検査料となっております。１２節委託料２９８５万７千円は、

施設運営管理委託として４件、事務事業委託として５件、保守点検委託として７件、計１

６件の業務委託に係る経費で、詳細は別冊委託料一覧をご参照ください。１３節使用料及

び賃借料２０６万３千円で、記載の６項目となっております。３６７ページ、３６８ペー

ジをお開き下さい。２介護サービス事業運営費の３５１万４千円は臨時的経費を計上して

おります。１０節需用費６１万円は 公用車２台にかかる車検整備費用とスタッドレスタ

イヤの購入にかかる費用です。１１節役務費９万８千円は、公用車２台分の車検費用。１

４節工事請負費１８１万５千円は恵寿荘エアコン整備工事で、入所者の熱中症対策として

ホールに２台、短期入所に２台、合計４台を設置するもので、詳細は予算説明資料をご参

照ください。１７節備品購入費９０万７千円は、施設管理用備品として介護用品や生活用

機器を購入するもののほか、居室や静養室など一時的に設置する移動式スポットエアコン

２台を購入。昨年備荒資金を活用して購入した業務用洗濯機１台分の償還を計上していま

す。続いて、２目短期入所生活介護事業費２６５４万千円、前年度比１０５万１千円の増

加は人件費の増加によるもの。内容は短期入所の運営管理に係る経費で、施設入所と併設

ですので、便宜上看護師１名、介護員３名分の人件費と施設管理費用を計上しております。

次に３６９ページ、３７０ページをお開き下さい。３目通所介護事業費７４５万３千円で、

前年度比７５万８千円の減は指定管理料の減であります。１２節委託料６９６万４千円は、

デイサービスセンターの運営経費を指定管理料として計上しているもの。続いて３７１ペ

ージ、３７２ページをお開き下さい。２介護サービス事業運営費の４８万９千円は臨時的

経費を計上しております。１７節備品購入費４８万９千円は、デイサービスセンターに設

置するエアコン２台分の設置費用を計上しております。続いて３７３ページ、３７４ペー

ジをお開き下さい。２款公債費、１項公債費、１目元金５０６万２千円及び２目利子１９

万７千円は、恵寿荘に係る長期債償還元金利子です。続いて３７５ページ、３７６ページ

をお開き下さい。３款予備費、１項予備費、１目予備費といたしまして、前年同額の１０

万円を計上しております。 

続いて、歳入について説明申し上げますので、３５９ページから３６０ページをお開き

ください。２款サービス収入、１項介護給付費収入、１目施設介護サービス費収入１億３

４３３万８千円は、恵寿荘入所者に係る法定費用の介護報酬、保険給付７割から９割分で

す。定員５０人、稼働率９５％で計上しております。令和６年度は介護報酬の改定が予定

されていますが、従前の単価で積算しており、稼働率の変動とあわせて補正対応と致しま

す。２目居宅介護サービス費収入１５９１万３千円は、短期入所利用者に係る法定費用の

介護報酬、保険給付７割から９割分収入で、稼働率につきましては、要介護、要支援を併

せ前年度同様の６０％を見込んでおります。２項自己負担金収入、１目自己負担金収入４

０４７万６千円は、特養、ショートステイ及び障害者短期入所の入所者・利用者に係る介

護報酬、予防給付の自己負担１割から３割分と食費、居住費の自己負担分となっておりま
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す。３項特定介護サービス費収入、１目施設特定介護サービス費収入２０４５万７千円は、

特養入所者の食費・居住費で、収入階層毎の個人負担限度額と国の基準費用額との差額が

補足給付されるもの。２目居宅特定介護サービス費収入１２９万４千円は、短期特定入所

者介護サービス費収入で、ショートステイ利用者の食費・居住費に対し、特養同様、差額

が補足給付されるものです。２款繰入金、１項一般会計繰入金、２目一般会計繰入金８６

３９万円は、収支の不足する分を一般会計から繰入するものです。３款繰越金、１項繰越

金、１目繰越金、前年度繰越金としまして１５０万円を計上しております。次に同ページ

下段から３６１ペー、３６２ページかけて、４款諸収入、１項雑入、１目雑入４２０万６

千円は、主なものとしまして、施設入所者日常生活費１２１万３千円、入所者貴重品管理

費６０万円、デイサービスセンター光熱水費２３０万３千円などの収入となっております。 

 以上、議案第２６号、令和６年度新冠町介護サービス特別会計事業勘定予算の提案理由

の説明でございます。ご審議を賜り提案どおりご決定くださいますようよろしくお願いい

たします。 

○議長（氏家良美君） 提案理由の説明が終わりました。 

 

◎日程第７ 議案第２７号 

○議長（氏家良美君） 日程第７、議案第２７号、令和６年度新冠町立国民健康保険診療

所事業特別会計予算を議題といたします。 

提案理由の説明を求めます。 

杉山国保診療所事務長。 

○国保診療所事務長（杉山結城君） ３８５ページをお開きください。議案第２７号、令

和６年度新冠町立国民健康保険診療所事業特別会計予算について、提案理由を申し上げま

す。 

令和６年度新冠町立国民健康保険診療所事業特別会計の予算を次に定めるところによる

ものとします。第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５億７１３８万７千円

に定めようとするものです。第２項歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、

第１表、歳入歳出予算によるものとします。第２条、地方債の借入を起こしますが、後ほ

ど説明を致します。第３条、一時借入金、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による

一時借入金の借入れの最高額は、１千万円と定めるものであります。次に地方債の説明を

しますので、３８８ページをお開き願います。第２表、地方債です。起債の目的、施設設

備事業債の借り入れであります。消防法の改正により令和７年６月末までにスプリンクラ

ーの設置が義務付けられていることから、国保診療所施設内の必要個所にスプリンクラー

設備の設置工事を行う財源として、起債の借入を行うものであります。限度額９６８０万

円、起債の方法、利率、償還の方法につきましては、記述のとおりであります。 

それでは、事項別明細書の歳出から説明いたしますので、３９６ページをお開き下さい。

１款総務費、１項施設管理費、１目一般管理費１億６９６８万４千円、３９７ページをご
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覧下さい。説明欄の項目により主な予算内容についてのみ、ご説明させて頂きます。２節

給料、３節職員手当等、４節共済費は、いずれも事務職員に係る人件費。１０節需用費２

１７３万４千円。需用費予算のうち、予算金額の大きい光熱水費、主に電気料、燃料費、

主に重油の予算削減を図るべく、前年度当初予算対比３１７万１千円の減としております。

３９８ページをお開き下さい。１０節需用費の続きとなります。修繕料については、前年

度当初予算対比で５０万円増を図り、年々増加する施設や備品の修繕を迅速かつ適時実施

できるよう予算を増額しています。１２節委託料１２３７万８千円、施設警備業務委託料

など、昨年度と同じ内容で全１７業務委託料であります。前年度当初予算対比につきまし

ては、別冊、委託料一覧表をご参照願います。１３節使用料及び賃借料、コンテンツ配信

サービス使用料は、外来患者さんの待ち時間を利用し、外来ロビー２箇所に今後さまざま

な医療情報提供などをテレビモニターを通じて配信するための関連予算内容としましては、

特定健診やがん検診等のＰＲ、各医師の紹介、その他お知らせを行う予定であります。４

００ページに移ります。１３節使用料及び賃借料の続きとなります。コンテンツ配信サー

ビス端末リース料は、先ほど説明したシステム端末をリースする予算。１４節工事請負費 

１億１７０万６千円、自動消火設備設置工事は、国保診療所施設内の必要箇所にパッケー

ジ型のスプリンクラーを設置する工事費予算、地下タンク内面ＦＲＰライニング工事は、

国保診療所施設外の地下埋設の重油タンクについて、設置後５０年以上経過していること

から消防法に定める地下タンクの内面を補強する工事費予算。１８節負担金補助及び交付

金１３１万円、前年度当初予算対比１２５万６千円の減額となっておりますが、主な理由

は、退職手当組合負担金の予算減によるもの。２６節公課費２１２万７千円、前年度当初

予算対比９８万６千円の減額となっておりますが、消費税及び地方消費税の納付金につい

て、主な課税対象となる健康診断料金やワクチン接種料金のうち、新型コロナワクチン接

種料金の収入減が大きく影響しています。以上が総務費の支出予算の説明となります。 

次に医業費の支出予算の説明を致しますので、４０２ページをお開き下さい。２款１項

１目ともに医業費３億９５６４万４千円。４０３ページをご覧下さい。１節報酬２３８８

万円、出張応援医師報酬は、週末、金曜日夕方から日曜日夕方やゴールデンウィーク、年

末年始等の休日診療応援に来て頂く医師個人に支払う報酬、定期診療応援医師報酬は、整

形外科医師などの平日に出張応援を頂く個人医師に支払う報酬、出張応援診療放射線技師

報酬は、代替技師に依頼する報酬。なお、この報酬については薬剤師等の日額雇用も想定

した医療技術職員の個人に支払う報酬の予算も含まれております。２節給料、３節職員手

当等、４節共済費については、事務職以外の医師や医療技術者の職員に係る人件費。４０

５ページに移ります。１０節需用費２２５０万円、医薬材料費は、入院患者さんや休日夜

間の救急患者さん用の医薬品全般、注射液、ワクチン類、血液、酸素など幅広く支出する

予算。１２節委託料４１６３万７千円、医事業務委託料など、昨年度と同じ内容で全２２

業務委託料であります。前年度当初予算対比につきましては、別冊、委託料一覧表をご参

照願います。１８節負担金補助及び交付金３４０３万８千円、対前年度比３９５万９千円
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減額しておりますが、主な理由は、退職手当組合負担金の予算減によるもの。４０７ペー

ジに移ります。負担金補助及び交付金の予算のうち、医師出向負担金２４６９万円につい

ては、これまでの連携医療機関への負担金に加え、新年度から国保診療所に医療応援をし

て頂く各医療機関に対する負担金の予算も含まっております。まず、ピエタ会石狩病院、

毎月第一週末、金曜日夕方から日曜日夕方の休日の出張応援診療を対応して頂く事になり

ます。次に、明日佳グループの医師による外来診療コマとして出張応援診療を新年度から

スタートすべく、現在、諸準備を取り進めております。内科系の固定医師の定期派遣によ

る外来患者さんの定着化を図りながら、常勤医師の負担軽減も図れるよう派遣日等の協議

を現在進めております。併せて在宅訪問診療も視野に入れ、１年をかけその体制を構築し

たいと考えております。さらに札幌市の松田整形外科記念病院のこれまでの月２回の派遣

日を１回増やし合計３回とし、若干ながら整形外科診療の強化を図ります。４０９ページ

をお開き下さい。２２節償還金利子及び割引料の予算計上については、過去において医療

機器の整備をした際、借入した過疎債、合わせて４本の町債元金及び利子償還金。４１０

ページに移ります。４款１項１目予備費、２９節予備費３０万円については、前年度同額

を計上しております。 

次に歳入の説明をいたしますので、３９３ページをお開き願います。款項目を省略し、

上から節の主な内容を説明いたします。健診等収入２３６６万７千円、会社や個人の健康

診断、ワクチン接種料金などの収入予算。入院診療収入６４０５万７千円、入院患者数及

び収益について、令和５年度の実績見込みを相当にすべく前年度より７１１万８千円を減

額しております。外来診療収入８７１２万円、外来患者数や収益等を総合的に考慮しまし

て、前年度と同じ予算額を計上しております。使用料３５万円、入院患者さんから頂く病

衣使用料の収入。手数料７５万円、診断書や証明書発行収入。委託料３００万円、恵寿荘

入所者の定期回診等健康状態管理のための医師派遣収入。道補助金２１５９万６千円、診

療所医療技術職員などの人件費を対象とする電源立地地域対策交付金収入を診療所事業特

別会計において予算計上するものです。一般会計繰入金１億４６９９万５千円、診療所事

業運営にかかる収入・支出の収支不足分を一般会計から繰入をするものです。国保会計繰

入金１億２１３２万９千円、国保会計を経由して国保特別調整交付金を収入する予算であ

りますが、積算根拠であります入院患者数の減少を見込み、前年度当初予算対比で１２３

６万９千円の予算減としております。繰越金５００万円、繰越金予算を５００万円と致し

ます。雑入７２万３千円、自動販売機の設置料収入などであります。 

以上が、議案第２７号の提案理由でございます。ご審議を賜り原案どおりご決定下さい

ますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（氏家良美君） 提案理由の説明が終わりました。 

 

◎日程第８ 議案第２８号～日程第９ 議案第２９号 

○議長（氏家良美君） 日程第８、議案第２８号、令和６年度新冠町簡易水道事業会計予
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算、日程第９、議案第２９号、令和６年度下水道事業会計予算、以上２件を一括議題とい

たします。 

提案理由の説明を求めます。 

関口建設水道課長。 

○建設水道課長（関口英一君） 議案第２８号、令和６年度新冠町簡易水道事業会計予算

について提案理由の説明を申し上げます。４２０ページをお開き願います。 

まず昨年１２月１２日、第４回新冠町議会定例会において関係条例の議決いただきまし

たとおり、地方公営企業法、財務適用を行うこととして経理方法を企業会計に切りかえ予

算書を作成しております。なお、本予算書は地方公営企業法施行規則第４５条に定める予

算様式となっております。また、この度の地方公営企業法の適用は、今後の大きな課題と

される施設等の老朽化による莫大な更新投資の必要性や、急激な人口減少等に伴う料金収

入の減少など経営環境の変化への対応が必要であることから、現状の財務情報、損益情報

と財政状態を正確に把握、見える化することも目的としております。加えて、法適用化す

ることで社会資本整備総合交付金事業及び企業債等の活用が可能となるため、交付金及び

起債を最大限活用し企業会計の運営を行おうとするものでございます。 

それでは総則、第１条、令和６年度新冠町簡易水道事業会計の予算は次に定めるところ

によるものです。業務の予定量、第２条、業務の予定量は次のとおりとするものです。令

和５年度の実績量をもとに令和６年度の業務の予定量を定めております。第１号、給水戸

数２１６２戸。第２号年間総給水量６６万２６９５立方メートル。第３号、１日平均給水

量１８１５立方メートルといたしております。第４号、必要な建設改良事業につきまして

は、第一導水ポンプ場ポンプ外更新工事１０５２万７千円を予定しております。次に収益

的収入及び支出、第３条、収益的収入及び支出の予定額は次のとおり定めるものです。収

益的収入及び支出とは、その年度の営業活動に伴う収益とそれに対応する費用で、損益計

算はこれに基づいて行われるものです。収入、第１款、簡易水道事業収益総額２億６３８

３万１千円を計上しております。内訳は、第１項、営業収益１億４６３２万３千円、第２

項、営業外収益１億１７５０万８千円を計上しております。詳細は後ほど予算明細書で説

明いたします。次に支出、第１款、簡易水道事業費用総額２億６９１４万１千円を計上し

ております。内訳は、第１項、営業費用２億４１０８万２千円。第２項、営業外費用２２

３８万３千円。第３項、特別損失５５７万６千円。第４項、予備費１０万円を計上してお

ります。詳細は後ほど予算明細書で説明いたします。第３条予算の収入から支出を除くと

赤字となりますが、これは減価償却費などの現金を伴わない収入及び支出があるためでご

ざいます。次に資本的収入及び支出、第４条、資本的収入及び支出の予定額は次のとおり

定めるものです。資本的収入及び支出とは、効果が年度を越えて将来の収益に対応する支

出とその財源となる収入のことで、例えば建設改良・起債償還などがこれにあたります。

また、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５１７７万５千円は、当年度損益勘

定留保資金５１７７万５千円で補填することとしています。収入、第１款、資本的収入総
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額６８９４万３千円を計上しております。内訳は、第１項、他会計補助金６３９４万３千

円、第２項、その他資本的収入５００万円を計上しております。詳細は後ほど予算明細書

で説明いたします。４２１ページに移ります。支出、第１款、資本的支出総額１億２０７

１万８千円を計上しております。内訳は、第１項、建設改良費２５３４万４千円。第２項、

企業債償還金８７６３万７千円。第３項、固定資産購入費７７３万７千円を計上しており

ます。詳細は後ほど予算明細書で説明いたします。次に特例的収入及び支出、第４条の２、

地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当該事業年度に属する債権及び債務と

して整理する未収金及び未払い金の金額はそれぞれ３５７万４千円及び４９３万３千円と

しております。特例的収入及び支出とは、旧特別会計において出納閉鎖期間に処理をして

いたものです。特例的収入及び支出につきまして法適用初年度のみ定めるものでございま

す。次に債務負担行為、第５条、債務負担行為で債務負担行為をすることができる事項期

間及び限度額は次のとおりと定めるものです。上下水道料金システム購入費、期間は令和

６年度から令和１０年度まで限度額４５２万円としております。なお、このたびのシステ

ム購入費は簡水・下水道の各事業に共通したものであることから、事業割合で按分してお

り当会計では７０％分を計上し備荒資金組合譲渡事業を利用するものでございます。次に

一時借入金、第６条、一時借入金の限度額を１億円と定めようとするものです。次に予定

支出の各項の経費の金額流用、第７条、予定支出の各項の経費の金額の流用することがで

きる場合は次のとおりと定めるものです。第１号、簡易水道事業費用のうち営業費用営業

外費用及び特別損失間の流用。第２号、資本的支出のうち建設改良費及び企業債償還金間

の流用として、原則として各款又は各項の間において流用することができないことから、

公営企業会計では機動的な経営状況に対応できるよう流用を認め、過不足を調整して執行

するということが運用上必要な場合もあるためここに定めるものでございます。次に議会

の議決を経なければ流用することのできない経費、第８条、次に掲げる経費については、

その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

に流用する場合は、議会の議決を経なければならないと定めるものです。流用禁止項目と

して定められているものは、第１号、職員給与費９４８万７千円を計上しております。次

に他会計からの補助金、第９条、簡易水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助

を受ける金額は１億６０１万８千円と定めるものでございます。予算総額としまして、簡

易水道事業会計予算の支出総額３億８９８５万９千円、前年度比１億３６７４万２千円の

増となっておりますが、企業会計では収入と支出の予算額が同一にならないため、特別会

計であった前年度と比較することは困難ですが、主な増額の理由としましては、減価償却

費を予算化したためでございます。それでは第３条、収益的収入及び支出の収益的支出か

ら予算明細書で説明いたしますので４３８ページをお開き下さい。収益的支出とは、サー

ビスの提供に要する人件費・物件費等の営業費用、支払利息等の営業外費用、租税及び賞

与にかかる特別会計時に支出すべきものの、特別損失また予備費等費用であります。第３

条、収益的支出、第１款、簡易水道事業費用２億６９１４万１千円。第１項、営業費用２
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億４１０８万２千円、１目原水及び浄水費４４８１万３千円は、水源及び浄水設備に係る

維持等に要する費用を計上しございます。主な節についての説明とさせていただきます。

委託料１０３６万３千円は、施設維持管理委託料３件及び水質検査業務委託料ほか２件の

業務委託料を計上しております。別冊、予算補足説明資料の委託料一覧を後ほどご覧願い

ます。次に２目配水及び給水費６９９万８千円は、配水池配水管、その他浄水の設備給水

装置、その他設備に要する費用を計上してございます。委託料３６６万３千円は、新冠節

婦地区管路図面作成業務委託ほか３件の業務委託料を計上しています。同じく別冊、予算

補足説明資料の委託料一覧を後ほどご覧願います。４３９ページに移ります。次に、３目

受託工事費２８６６万６千円は、給水装置の新設、修繕等に係る経費を計上しております。

材料費２５万３千円は新規給水工事申請に伴う一般住宅用メーター器１３㎜１５台分を計

上しております。工事請負費２８４１万３千円は、メーター器使用期限８年を迎えるメー

ター器交換取付工事を計上しています。別冊、予算補足説明資料の工事請負費一覧を後ほ

どご覧願います。次に、４目業務費１８５７万円は、料金の調定集金及び検針その他業務

に要する費用を計上しております。印刷製本費４６万９千円は、検針票、納付通知書納付

通知用封筒等の収納電算帳票等に係る費用を計上しております。委託料１１７９万１千円

は、検針等業務委託及び使用料に関するコンビニ収納委託料を計上しております。別冊、

予算補足説明資料の委託料一覧を後ほどご覧願います。材料費５６７万２千円は水道メー

ター使用期限を迎えるメーター器材料代φ１３から５０ミリ全２６２個分の及び施設維持

に関する修理用材料を計上しております。次に５目総係費１１６１万３千円は、事業活動

全般に関連する費用を計上しております。給料から法定福利費は人件費職員１名分計上し

ています。４４０ページへ移ります。委託料９１万円は、電算システム機器保守委託料を

計上、下水道会計との事業割合で按分しており、当会計では７０％分を計上しております。

負担金６８万７千円は、主に財務諸表作成負担金２７万３千円は公営企業会計移行に伴い、

必要となる財務諸表作成に係るもの。北海道自治体情報システム協議会負担金、公営企業

会計システム使用に関するもの当会計では７０％計上しています。次に、６目の減価償却

費１億３０４２万２千円は令和６年度分減価償却費を計上しております。次に、第２項、

営業外費用２２３８万３千円、１目支払利息及び企業債取扱諸費１２６６万円、企業債利

息１２６６万円は、水道施設整備事業に係る起債償還利息分を計上しております。次に、

２目消費税及び地方消費税９７２万３千円は、令和７年度申告分消費税納付額を計上しま

す。この消費税は企業会計のため令和６年度実績に対する消費税支払分を計上しておりま

す。次に、第３項、特別損失、１目その他特別損失５５７万６千円。特別損失とは発生の

事実が過去の年度に属すると考えられる費用でございます。今回算出したのは消費税分で

４９４万２千円、賞与引当金６３万４千円の合計５５７万６千円を計上しております。令

和６年度に精算支払する消費税は、令和５年度の実績により支出することとなりますが、

企業会計としては前年度分の扱いとなり支出できないため、特別損失にて予算を計上して

おります。また、令和６年６月支出の賞与については令和５年１２月から令和６年５月ま
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での６ヶ月分が対象となり、令和５年１２月から令和６年３月までは前年度分の扱いにな

り、消費税同様、特別損失にて計上しております。次に、第４項予備費、１目予備費１０

万円は、支出予算が不足した場合に使用することで予備的に計上しております。続きまし

て、第３条、収益的収入及び支出の収益的収入について説明いたしますので４３７ページ

をお開き願います。収益的収入とは、サービス提供の対価としての料金収入を主体とする、

営業収益受取利息他会計補助金等の営業外収益の費用でございます。第３条、収益的収入、

第１款、簡易水道事業収益２億６３８３万１千円、第１項、営業収益１億４６３２万３千

円、１目給水収益１億４５９０万６千円は、現年分の水道使用料を計上しております。次

に、２目受託工事収益２５万２千円は、一般新築住宅用のメーター器１５個分の売払い収

入分を計上しております。次に、３目その他の営業収益１６万５千円は、内訳としまして

給水工事設計審査工事検査手数料１５万円は、新築住宅等による給水工事に係る設計検査

手数料として１５件分見込んでおります。指定給水装置工事事業者指定手数料１万５千円

は、事業者指定更新１社分を計上しています。次に、第２項営業外収益１億１７５０万８

千円、１目他会計補助金４２０７万５千円は、企業会計へ一般会計からの補助金４１０７

万円と消火栓管理等負担金６７基分の１００万５千円を計上しております。２目長期前受

金戻入７５４３万３千円は、減価償却費が資産取得経費を使用期間全体に割り振る一方、

その財源となった国庫補助金を毎年度収益として振り分けた金額を計上しています。続き

まして、第４条、資本的収入及び支出の資本的支出について説明いたしますので４４３ペ

ージをお開き願います。資本的支出とは建設改良費企業債償還金等費用とは関係のない支

出で現金支出を必要とする費用でございます。第４条、資本的支出、第１款資本的支出１

億２０７１万８千円、第１項建設改良費２５３４万４千円、１目建設改良費２５３４万４

千円、委託料５１１万５千円、令和７年度に予定している節婦市街地線節婦小橋架替工事

伴い現在橋梁に添架している水道管が支障となるため移設に関する調査実施設計業務委託

料を計上しています。工事請負費２０２２万９千円は、第一導水ポンプ場導水ポンプ外更

新工事ほか２件の工事請負費を計上しております。後ほど別冊、予算補足説明資料の委託

料及び工事請負費一覧をご覧願います。次に、第２項企業債元金償還金、１目企業債元金

償還金、建設企業債元金償還金８７６３万７千円は、長期債に係る元金償還分を計上して

おります。次に、第３項固定資産購入費、１目無形固定資産購入費、その他無形固定資産

７７３万７千円は、令和５年度に更新した水道施設集中監視システムの、令和６年度分の

償還額７７２万９千円と令和６年度更新予定の上下水道料金システム購入費８千円を計上

しております。予算説明資料３１１ページを後ほどご覧願います。なお、このたびの料金

システム購入費は、簡水・下水道の各事業に共通したものであることから、事業割合で按

分しており当会計では７０％分を計上しております。上下水道料金システム購入費につい

ては債務負担行為、備荒資金組合により購入するため、初年度については利息のみの予算

計上となります。続きまして、第４条、資本的収入及び支出の資本的収入について説明い

たしますので４４２ページをお開き願います。資本的収入とは他会計からの補助金、建設
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改良事業の補助金負担金となります。第４条、資本的収入、第１款資本的収入６８９４万

３千円、第１項他会計補助金６３９４万３千円は、一般会計からの補助金計上となります。

次に、第２項その他資本的収入、その他資本的収入５００万円は、資本的支出の建設改良

費委託料で説明した、令和７年度予定の、節婦市街地線節婦小橋架替工事に伴う橋梁添架

水道管移設調査実施設計業務の補償費として収入を計上しております。以下４２２ページ

から４３６ページは、予算に関する説明資料を添付いたしておりますので、説明を省略さ

せていただき後ほどご覧願いたいと思います。当会計では令和６年度も災害時に強い水道

施設を目指して各施設の計画的整備を行い、一層の経費節減と収納率の向上により経営基

盤を強化するとともに、適切な維持管理を行い安全・安心・安定した給水サービスに取り

組んでまいります 

以上が、令和６年度新冠町簡易水道事業会計予算の提案理由の説明をいたしました。ご

審議を賜わり原案のとおりご決定いただきますようよろしくお願い申しあげます。 

引き続き、議案第２９号、令和６年度新冠町下水道事業会計予算の提案理由を説明いた

しますので、４４４ページをお開き願います。 

議案第２９号、令和６年度新冠町下水道事業会計予算について提案理由の説明を申しあ

げます。議案第２８号での提案理由の説明と重複することにつきましては、省略させてい

ただくことをご了承願います。 

それでは総則、第 1条、令和６年度新冠町下水道事業会計の予算は次に定めるところに

よるものです。次に業務の予定量、第２条、業務の予定量は次のとおりとするものです。

令和５年度の実績量をもとに令和６年度の業務の予定量を定めております。第１号、接続

人口３０４２人。第２号、年間総処理水量２４万３１１７立方メートル。第３号、１日平

均処理水量６６６立方メートルといたしております。第４号、主要な建設改良事業につき

ましては、マンホールポンプ機械・電気設備改築実施設計６４２万４千円を予定しており

ます。次に収益的収入及び支出、第３条、収益的収入及び支出の予定額は次のとおり定め

るものです。収入、第１款、下水道事業収益総額１億８０９５万円を計上しております。

内訳は、第１項営業収益４７１２万８千円、第２項営業外収益１億３３８２万２千円を計

上しております。詳細は後ほど予算明細書で説明いたします。次に、支出、第１款下水道

事業費用総額１億７８８０万５千円を計上しております。内訳は、第１項営業費用１億７

０２６万円、第２項営業外費用７０７万５千円、第３項特別損失１３７万円、第４項予備

費１０万円を計上しております。詳細は後ほど予算明細書で説明いたします。第３条、予

算の収入から支出を除くと黒字となっております。次に資本的収入及び支出、第４条、資

本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定めるものです。また、資本的収入額が、資本

的支出額に対し不足する額３９３２万円は、当年度損益勘定留保資金３８０５万９千円及

び当年度末処分利益剰余金１２６万１千円で補填することとしております。収入、第１款

資本的収入総額５３６８万６千円を計上しております。内訳は、第１項企業債３２０万円、

第２項他会計補助金４７２７万４千円、第３項国庫補助金３２１万２千円を計上しており
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ます。詳細は、後ほど予算明細書で説明いたします。４４５ページに移ります。支出、第

１款資本的支出総額９３００万６千円を計上しております。内訳は、第１項建設改良費６

７２万１千円、第２項企業債償還金７３２７万４千円、第３項固定資産購入費１３０１万

１千円を計上しております。詳細は後ほど予算明細書で説明いたします。次に特例的収入

及び支出、第４条の２地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当該事業年度に

属する債権及び債務として整理する未収金及び未払い金の金額は、それぞれ２３５万９千

円及び２３１万６千円としております。また、特例的収入及び支出につきましては、法適

用初年度のみ定めるものでございます。次に債務負担行為、第５条、債務負担行為をする

ことができる事項期間及び限度額は次のとおりと定めるものです。上下水道料金システム

購入費、期間は令和６年度から令和１０年度まで限度額１９３万７千円としております。

なおこのたびの料金システム購入費は、簡水下水道の各事業に共通したものであることか

ら、事業割合で按分しており当会計では３０％分を計上しており、簡易水道事業と同様に

備荒資金組合譲渡事業を利用するものであります。次に企業債、第６条、起債の目的限度

額起債の方法利率及び償還の方法は、次のとおり定めようとするものです。下水道施設整

備事業限度額３２０万円は、本町№１マンホールポンプ所外機械電気設備改築実施設計業

務委託に係るもの。なお起債の方法利率償還の方法につきましては記載のとおりでござい

ます。次に一時借入金、第７条、一時借入金の限度額を１億円と定めようとするものです。

次に予定支出の各項の経費の金額流用、第８条、予定支出の各種の経費の金額の流用する

ことができる場合は、次のとおりと定めるものです。第１号下水道事業費のうち営業費用

営業外費用及び特別損失間の流用、第２号資本的支出のうち建設改良費及び企業債償還金

間の流用。４４６ページをお開き願います。議会の議決を経なければ流用することのでき

ない経費、第９条、次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額

に流用し又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならないと定めるものです。定めているものは、第１号職員給与費１０６４万４千円を

計上しております。次に他会計からの補助金、第１０条、下水道事業運営のため一般会計

からのこの会計へ補助を受ける金額は１億８７１万２千円と定めるものでございます。次

に利益剰余金の処分、第１１条、当年度利益剰余金のうち１２６万１千円は、次のとおり

処分するものと定めようとするものです。利益余剰金の処分とは、当年度の予算において

留保資金を使用しても補てん財源が不足しており、令和６年度の予定損益計算書が黒字と

なっていることから確実に利益が見込まれる金額であります。第１号第４条資本的収入額

が資本的支出額に対して不足する額の補填として１２６万１千円を計上するものです。な

お、第４条では、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額の補填として、予定処

分の計上をしております。予算総額としまして、下水道事業会計予算の支出総額２億７１

８１万１千円。前年度比７０４９万３千円の増。簡易水道事業と同様ですが、企業会計で

は収入と支出の予算額が同一にならないため、特別会計であった前年度と比較することは

困難でありますが、増額の主な理由は減価償却費を予算化したためのものでございます。
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それでは、第３条、収益的収入及び支出の収益的支出から予算明細書で説明いたしますの

で４６２ページをお開き願います。第３条、収益的支出、第１款下水道事業費用１億７８

８０万５千円。第１項営業費用１億７０２６万円、１目管渠費３７８万９千円は管路の維

持に要する経費を計上しています。主な節についての説明とさせていただきます。委託料

３２６万７千円は、管路施設維持管理業務委託料で、下水道管渠内の清掃及びカメラ点検

調査業務の委託料を計上しております。別冊、予算補足説明資料の委託料一覧を後ほどご

覧願います。次に、２目ポンプ場費１７６０万３千円は、ポンプ場施設の維持管理に要す

る費用を計上しております。委託料１０８９万２千円は、ポンプ場管理業務委託料、新冠

ポンプ場週２回、マンホールポンプ所週１回の巡回点検、年間１回のマンホールポンプ所

槽内の清掃、汚水ポンプ３９基オイル交換及び消防設備等保守点検委託料を計上していま

す。別冊、予算補足説明資料の委託料一覧を後ほどご覧願います。次に、３目業務費４９

万９千円は、料金の調定集金その他業務に要する費用を計上しております。印刷製本費２

０万１千円は検針票納付書通知用封筒の印刷製本費を計上しております。委託料２万４千

円は、コンビニ収納サービス委託料を計上しております。別冊、予算補足説明資料の委託

料一覧を後ほどご覧願います。次に、４目総係費３７９２万６千円は、事業全般に関連す

る費用を計上しております。給料から法定福利費は、人件費職員１名分計上しております。

４６３ページに移ります。委託料３９万円は電算システム機器保守委託料を計上しており

ます。別冊、予算補足説明資料の委託料一覧を後ほどご覧願います。負担金２７３６万円

は、主には下水道事業維持管理費負担金２６６６万２千円は、新ひだか町の施設の使用に

関する協定書第５条に基づく、新ひだか町静内終末処理場に係る維持管理負担金、日本下

水道協会負担金ほか負担金を計上しております。次に、５目減価償却費１億１０４４万３

千円は、令和６年度分減価償却費を計上しております。次に、第２項営業外費用７０７万

５千円、４６４ページへ移ります。１目支払利息及び企業債取扱諸費５７９万６千円、企

業債利息５７９万６千円は、起債償還利息分を計上しています。２目消費税及び地方消費

税１２７万９千円は、令和７年度申告分消費税納付額を計上してます。この消費税は企業

会計のため、令和６年度実績に対する消費税支出分を計上しております。次に、第３項特

別損失１３７万円、１目その他特別損失１３７万円は、簡易水道事業会計同様、特別損失

とは発生の事実が過去の年度に属すると考えられるものでございます。今回算出したのは

消費税分６４万２千円、賞与引当金７２万８千円の合計１３７万円を計上しております。

令和６年度に精算支払する消費税は、令和５年度の実績により支出することとなりますが、

企業会計としては前年度分の扱いとなり支出できないため、特別損失にて予算を計上して

おります。次に、第４項予備費１０万円、１目予備費１０万円を計上しております。続き

まして、第３条、収益的収入及び支出の収益的収入について説明いたしますので、４６１

ページをお開き願います。第３条、収益的収入、第１款下水道事業収益１億８０９５万円 

第１項営業収益４７１２万８千円、１目下水道使用料４７１１万２千円は、現年分の下水

道使用料４３８１万３千円と施設使用料３２９万９千円を計上してございます。次に、２
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目その他営業収益１万６千円は、手数料１万６千円は、排水設備工事確認検査手数料４件

分１万円と排水設備工事責任技術者登録手数料更新者４名分の６千円を計上しております。

次に、第２項営業外収益１億３３８２万２千円、１目他会計補助金６１４３万８千円を計

上しております。次に、２目長期前受金戻入７２３８万４千円は、減価償却費が資産取得

経費を使用期間全体に割り振る一方、その財源となった国庫補助金を毎年度収益として振

り分けた金額を計上しております。続きまして、第４条、資本的収入及び支出の資本的支

出について説明いたしますので、４６６ページをお開き願います。第４条、資本的支出、

第１款資本的支出９３００万６千円、第１項建設改良費６７２万１千円、１目建設改良費

６７２万１千円、委託料６４２万４千円は、本町№１マンホールポンプ所外機械電気設備

改築実施設計業務委託で、令和７、８年度分の工事の設計に使用するものでございます。

予算説明資料３１８ページを後ほどご覧願います。工事請負費２９万７千円は、公共汚水

桝設置工事で１箇所分を計上してございます。次に、第２項企業債元金償還金、１目企業

債元金償還金建設企業債元金償還金７３２７万４千円は、長期債に係る元金分償還を計上

しております。次に、第３項固定資産購入費１３０１万１千円、１目無形固定資産購入費

１３０１万１千円、施設利用権１３００万７千円は、下水道事業建設費負担金１３００万

７千円で、新ひだか町の施設の使用に関する協定書第５条に基づく、静内終末処理場木場

町ポンプ場汚水流末幹線等の過年度建設費の起債元利償還額に対しての負担率に基づく支

払いを行うものでございます。その他無形固定資産４千円は、令和６年度更新する上下水

道料金システム購入における、令和６年度分の備荒資金組合償還額８千円を計上してござ

います。続きまして、第４条、資本的収入及び支出の資本的収入について説明いたします

ので、４６５ページをお開き願います。第４条、資本的収入、第１款資本的収入５３６８

万６千円、第１項企業債３２０万円、１目建設改良企業債３２０万円、建設改良企業債３

２０万円は、４４５ページ、第６条、企業債で説明した内容でございます。省略させてい

ただきます。次に、第２項他会計補助金４７２７万４千円、１目他会計補助金４７２７万

４千円は、一般会計からの補助金を計上しております。次に、第３項国庫補助金３２１万

２千円、１目国庫補助金３２１万２千円は、社会資本整備総合交付金で、本町№１マンホ

ールポンプ所外機械電気設備改築実施設計業務委託に対する補助金、国費率５０％でござ

います。以下４４８ページから４６０ページは、予算に関する説明資料を添付しておりま

すので後ほどご覧願いたいとお思います。当会計では、令和６年度も災害時に強い下水道

施設を目指して、施設の適期適切な維持管理等を行い、効率的な経済的な事業運営に取り

組んでまいります。 

以上が、令和６年度新冠町下水道事業会計予算の提案理由の説明をいたしました。ご審

議を賜わり原案のとおりご決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（氏家良美君） 提案理由の説明が終わりました。 

 

◎日程第１０ 会議案第１号 
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○議長（氏家良美君） 日程第１０、会議案第１号、特別委員会の設置についてを議題と

いたします。 

ただいま提案理由の説明がありました、議案第２３号から第２９号までの７件について

は、新冠町議会委員会条例第５条第１項及び第２項の規定により、議会としてこれを慎重

審議するため、議員全員で構成する、令和６年度新冠町一般会計等予算審査特別委員会を

設置し、議案第２３号から第２９号までを付託の上、審査することにいたしたいと思いま

すが、これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
○議長（氏家良美君） 異議なしと認めます。 

よって、議案第２３号から第２９号までの７件は、ただいま設置されました、令和６年

度新冠町一般会計等予算審査特別委員会に付託の上、審査することに決定いたしました。

なお、ただいま設置されました令和６年度新冠町一般会計等予算審査特別委員会において

は、正副委員長互選し、後刻報告願います。 

 

   ◎閉議宣言 
○議長（氏家良美君） 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。 

本日はこれをもって散会いたします。 

御苦労さまでした。 

（午後３時１２分 閉議） 

  


